


市民の誰もが性別にかかわりなく、個性と能力を十分に発揮できる「男女共同参画社会」をめざして

市民の誰もが、お互いの人権を尊重し、責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を

十分に発揮することができる社会の実現は、２１世紀における大変重要な課題です。

国においては、平成１１年に男女共同参画社会基本法が施行され、同法に基づき、平成２７年１２月には「第

４次男女共同参画基本計画」が策定されるなど、男女共同参画社会の実現に向けた取組が進められてお

ります。また、今年４月には女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が全面施行されることに

より、女性の活躍推進に向けた動きがさらに広がっていくものと期待されます。

名古屋市においても、平成１４年に男女平等参画推進なごや条例が施行され、同条例に基づき平成２３年

に「名古屋市男女平等参画基本計画２０１５」を策定し、男女平等参画施策の着実な推進に努めてまいりま

した。しかしながら、性別に起因する多くの課題が依然として解消されず、また、名古屋市域全体の女

性の活躍をさらに進める必要があることから、施策のさらなる推進を図るための後継計画として、この

たび、「名古屋市男女平等参画基本計画２０２０」を策定いたしました。この計画では、「性別にかかわる人

権侵害の解消」をはじめとした５つの目標を掲げるとともに、「あらゆる分野における女性の活躍を推進

する」など４つの重点的に取り組む施策を設定し、すべての市民が、性別にかかわりなく、いきいきと

活躍することにより、安心して豊かに暮らせる社会の実現をめざしてまいります。

わが国は、人口減少時代に突入したと言われております。女性も男性もすべての市民が性別にかかわ

りなく、お互いを大切にして、雇用の場や家庭生活、地域生活において協力していかなければ、これか

らの社会の発展は望めません。

また、男女共同参画社会の実現は、行政だけの取組で成しえるものではなく、市民・事業者・団体等

の皆様にも、それぞれの立場で主体的かつ積極的に取り組んでいただくとともに、名古屋市としてもこ

れまで以上に皆様方と連携を強化した取組を重ね、この計画を着実に推進し、「性別にかかわりなく個性

と能力を十分に発揮し活気あるまち・なごや」の実現に向けて取り組んでまいりますので、今後とも幅

広い市民の皆様のご支援とご協力をお願い申し上げます。

この計画の策定にあたり、熱心にご議論いただきました名古屋市男女平等参画審議会の委員の皆様は

じめ関係の皆様、市民意見募集に貴重な意見をお寄せいただきました皆様に、心よりお礼申し上げます。

平成２８年３月

名古屋市長 河村 たかし
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� 基本計画の策定にあたって

策定の経緯

名古屋市では、男女共同参画社会の実現をめざすため、男女共同参画社会基本法（平成１１年施行。以
下「基本法」という。）に基づく市町村男女共同参画計画として、また、平成１３年に策定した「男女共同
参画プラン２１」を継承する形で、平成２３年３月に「名古屋市男女平等参画基本計画２０１５」（以下「基本計
画２０１５」という。）を策定し、その推進を図ってきました。
基本計画２０１５の計画期間が平成２７年度で満了することから、平成２７年４月に、名古屋市男女平等参画審
議会に対し、男女平等参画の推進に関する基本計画に位置づける、次期「男女平等参画基本計画」の策
定に向けた基本的な方向性及び取り組むべき施策等について諮問しました。
平成２７年１１月に、同審議会から答申を受けましたので、この答申を踏まえて、「名古屋市男女平等参画
基本計画２０２０」（以下「基本計画２０２０」という。）を策定します。

基本的な考え方

目的及び基本理念

基本計画２０２０は、基本法に掲げられている「男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、
性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現」を目的
として、男女平等参画推進なごや条例（平成１４年施行。以下「条例」という。）に掲げる基本理念にのっ
とり、男女平等参画に関する推進施策を総合的かつ計画的に実施するために策定するものです。

男女平等参画推進なごや条例に定める６つの基本理念（概要）

（１）女性と男性の人権を尊重すること

（２）企業や自治会等すべての団体の方針の立案、決定に女性と男性が平等に参画すること

（３）固定的な性別役割分担意識や制度・慣習等で、社会活動の多様な選択が妨げられないこと

（４）女性と男性が、相互の協力と社会の支援のもとに、家庭生活での活動と職場や学校、

地域等での活動が両立できること

（５）女性と男性が、お互いの性を理解し、妊娠・出産等に関して当事者の意見が尊重され、

生涯にわたって健康に生活できること

（６）国際的な取組を理解し、協調を図ること
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計画の位置づけ

・条例第８条において、定めなければならないと規定されている「男女平等参画の推進に関する基本計画」
・基本法第１４条第３項において、定めるよう努めることと規定されている「市町村男女共同参画計画」
・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年施行。以下「女性活躍推進法」という。）
において、定めるよう努めることと規定されている「市町村推進計画」（基本計画２０２０における目標３
から目標５）

計画期間

平成２８年度から平成３２年度（５年間）

他の計画との関連

国では、平成２８年度からを計画期間とする「第４次男女共同参画基本計画」が平成２７年１２月に策定さ
れ、また、愛知県でも、同じく平成２８年度からを計画期間とする「あいち男女共同参画プラン２０２０」が
策定されています。基本計画２０２０は、国や愛知県の内容を踏まえつつ、名古屋市の特性を反映したもの
です。
さらに、名古屋市の総合計画である「名古屋市総合計画２０１８」（平成３０年度まで）や、以下の個別計画
等との整合性を図りながら、男女平等参画を総合的かつ計画的に推進するための施策としてまとめたも
のです。

・「名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）」 …………（平成２８～３２年度）

・「なごや子ども・子育てわくわくプラン２０１５」………………………………………（平成２７～３１年度）

・「新なごや人権施策推進プラン」………………………………………………………（平成２２～３１年度）

・「第３期名古屋市ひとり親家庭等自立支援計画」……………………………………（平成２７～３１年度）

・「名古屋市産業振興ビジョン２０２０」……………………………………………………（平成２８～３２年度）

・「名古屋市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 はつらつ長寿プランなごや２０１５」

……………………………………………………………………………………………（平成２７～２９年度）

・「名古屋市障害者基本計画（第３次）」 ………………………………………………（平成２６～３０年度）

・「名古屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略」………………………………………（平成２７～３１年度）
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３ 法律等の国の動き

国では、基本法において、女性も男性もすべての個人が、互いにその人権を尊重し、性別にかかわり
なく、その個性と能力を十分に発揮できる社会、すなわち「男女共同参画社会」を実現することが、２１
世紀のわが国社会が持続的に発展し、人々が豊かに暮らしていくための最重要課題と位置づけました。
基本法に基づき、「男女共同参画基本計画（第１次）」が平成１２年に初めて策定されて以降、男女共同
参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進が図られています。
近年、女性活躍に向けた動きが広がり、社会全体が変わり始めている状況にあり、平成２７年９月には、
女性の採用、登用、能力開発等のための事業主行動計画の策定を事業主に義務付ける等の女性活躍推進
法が成立しました（労働者が３００人以下の民間事業主については努力義務）。
平成２７年１２月に策定された「第４次男女共同参画基本計画」では、効果的な計画の推進を図るため、
４つの政策領域「�あらゆる分野における女性の活躍」、「�安全・安心な暮らしの実現」、「�男女共同
参画社会の実現に向けた基盤の整備」、「�推進体制の整備・強化」が示されています。
また、平成２３年３月の東日本大震災発生以降、その経験と教訓から、防災分野における男女共同参画
の推進に向けて、災害対策基本法の改正や男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針の作成など
の取組が図られています。
その他、平成２３年以降の関連する主な法律の動きは次のとおりです。

�次世代育成支援対策推進法

平成２３年の改正により従業員１０１人以上の企業についても仕事と子育ての両立のための「一般事業主
行動計画」の策定・届出が義務付けられるとともに、平成２６年の改正では、法律の適用される期限が
平成３７年までと１０年間延長されました。

�育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

平成２１年改正の同法律が平成２４年に全面施行され、従業員１００人以下の事業主に対しても育児のため
の短時間勤務、所定外労働の免除及び介護休暇制度が義務付けられました。

�雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

平成２５年に施行規則が改正され、間接差別の禁止、性別を理由とする差別事例の追加、セクシュア
ル・ハラスメント対策が強化されました。

�配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

平成２６年の改正により、配偶者だけでなく生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害
者についても法の対象となりました。

�過労死等防止対策法

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続けることのできる社会の実現を目
的として平成２６年に施行されました。平成２７年には「過労死等の防止のための対策に関する大綱」が
定められ、調査研究や啓発などの取組がすすめられることとなりました。
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社会の状況等

名古屋市の人口は平成２６年１０月１日現在で２，２７６，５９０人となっており、近年は増加傾向ですが、これは
他市町村からの転入などの社会増加によるものであり、自然増減では、平成２５年度より死亡者数が出生
数を上回り、人口が自然減少する局面となっています。
さらに、１４歳以下の人口の割合は平成１２年の１４．０％から平成２６年には１２．７％と減っている一方で、６５歳
以上の人口の割合は平成１２年の１５．６％から平成２６年には２３．７％と増えており、少子高齢化がすすむこと
で、生産年齢人口（１５～６４歳人口）が減少傾向にあります。
また、全国においては、１世帯当たりの人員は高齢世帯など単身世帯の増加などにより平成１２年の２．４２
人から、平成２７年には２．１６人へと減っています。このほか、世帯構造別構成割合では、平成２６年の国民生
活基礎調査において「夫婦と未婚の子のみの世帯」が２９．７％と最も多く、次いで「単独世帯」が２７．１％とな
っているのに対し、平成２２年度の名古屋市調査においては、「単独世帯」が４０．７％と最も多く、次いで「夫
婦と子ども世帯」が２８．８％となっています。また、「ひとり親と未婚の子のみ世帯」は、全国的にも増加傾向
にあります。さらに、国の労働力調査によると、共働き世帯数は平成２６年に１，０７７万世帯に対して、男性
雇用者と無業の妻からなる世帯数は７２０万世帯であり、平成１１年以来、この差は拡大傾向にあります。
このような社会情勢においては、性別にかかわりなく働きたい誰もが働き、働き続けられる職場環境
があり、育児、介護その他の家庭生活や地域生活などあらゆる分野において活躍できるようになること
はますます重要になってきています。

名古屋市の現状と課題

基本計画２０１５では、計画の達成状況を把握するため、５つの目標に対して１４の成果指標を設定し、さ
まざまな事業に取り組んできました。指標の現状値を計画策定時と比較すると、ほとんどの指標が改善
し、男女平等参画に関する施策の進展が認められますが、目標値の達成に至っていない指標も多くあり、
一層の推進を図っていく必要があります。
基本計画２０１５に掲げる５つの目標の現状と課題はそれぞれ次のとおりです。

男女の人権の尊重

相談事業の状況

男女平等参画推進センターにおいて、「女性のための総合相談」を実施し、女性の人権を守る立場から、
女性がさまざまな場面で直面する問題の解決に向けた取組をすすめています。
また、配偶者からの暴力１（以下「ＤＶ」という。）被害者への支援の取組として、配偶者暴力相談支援
センターと各区の社会福祉事務所において女性福祉相談を実施しています。名古屋市における相談件数
は増加傾向にあります。
平成２２年度から開始した「男性相談」においては、一定の相談ニーズがあり、男性も夫婦や家族等に
悩み、生きづらさを感じている実態が見えてきたことから、男性に対する支援の拡充についても課題と
なっています。

１配偶者からの暴力：

配偶者（女性・男性を問わない。事実婚も元配偶者、生活の本拠をともにする交際相手を含む。）からの暴力。
身体的暴力だけでなく、精神的暴力、性的暴力も含まれる。
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女性のための総合
相談件数は、
3,500件前後で
推移しています。

平成２７年度 総務局調べ（名古屋市）

女性福祉相談件数
は増加傾向にあり
ます。 

男性相談件数は、
少数ながら増加傾
向にあります。

【図表１】女性のための総合相談件数

【図表２】女性福祉相談延件数（配偶者暴力相談支援センター及び社会福祉事務所）

【図表３】名古屋市男性相談件数

平成２７年度 子ども青少年局調べ（名古屋市）

平成２７年度 総務局調べ（名古屋市）
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女性の15.5%、 
男性の8.3%が
被害にあったと
回答しています。 

女性の29.9%、 
男性の21.9%が
被害にあったと
回答しています。 

女性の23.6%が
被害にあったと
回答しています。

配偶者からの暴力やセクシュアル・ハラスメント等の被害経験

平成２６年度の名古屋市調査では、配偶者や交際相手から、殴られたり、けられたりしたという身体的
暴力について、女性は１５．５％、男性は８．３％の被害経験があると回答しました。また、バカなどと傷つく
呼び方をされたという精神的暴力については、女性は約３人に１人（２９．９％）、男性では約５人に１人
（２１．９％）が被害にあったと回答しています。加えて、セクシュアル・ハラスメントについて、性的な
言葉や態度などによって、不快な思いをしたと答えた女性が約４人に１人（２３．６％）いるなど、性別に
かかわる人権問題は依然多く発生しています。

【図表４】人権にかかわる被害経験（名古屋市）

●配偶者や交際相手から身体的暴力を受けたこと（身体的暴力）

●配偶者や交際相手から暴言を吐かれること（精神的暴力）

●職場や学校などで性的な内容の言葉をかけられるなど不快な思いをしたこと

（セクシュアル・ハラスメント）

平成２６年度 第８回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）



基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

基
本
計
画
の
概
要

目
標
ご
と
の
方
針
と
事
業

資
料
編

７

（２）

平成22年度
「平等」と感じる人
の割合は15.9% 

平成26年度
「平等」と感じる人
の割合は14.0% 

平成２２・２６年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

全国では、
「平等」と感じる人
の割合は24.6%

平成２４年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）

男女平等・男女の自立のための意識変革

社会全体における男女の地位の平等感

平成２６年度の名古屋市調査では、男女の地位の平等感について、社会全体として「平等」と感じる人
の割合は、平成２２年度の１５．９％から平成２６年度は１４．０％と減少しました。この割合は、平成２４年度に内閣
府が実施した世論調査の２４．６％と比べて約１０ポイント低くなっています。

【図表５】社会全体における男女の地位の平等感（名古屋市と全国）

●名古屋市

●全国
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賛成　51.7%
反対　45.3%
差引　　6.4%  

賛成　46.0%
反対　42.0%
差引　　4.0%  

平成２２・２６年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

賛成　44.6%
反対　49.4%
差引　　5.6%  

平成２６年度 女性の活躍推進に関する世論調査（内閣府）

固定的な性別役割分担意識

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」といった固定的な性別役割分担意識に賛成の人の割合は、平
成２２年度の名古屋市調査では賛成５１．７％と反対４５．３％でしたが、平成２６年度の調査では賛成４６．０％と反
対４２．０％となり、その差は縮まったものの、依然として賛成が反対を上回っています。一方、内閣府が
実施した世論調査の全国平均では、反対（４９．４％）が賛成（４４．６％）を若干上回っています。

【図表６】「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に対する意見（名古屋市と全国）

●名古屋市

●全国
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「成長したら持つと
よい」（再就職型）が
44.5%と最も多い。

再就職型が38.8%
と最も多いが、継続
型との差は0.9ポイ
ントにすぎない。

平成２２・２６年度 男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

「持ち続けるほう
がよい」（継続型）
が44.8%と最も多
い。

平成２６年度 女性の活躍推進に関する世論調査（内閣府）

女性が職業を持つことについて

平成２６年度の名古屋市調査では、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業を持つ方が
よい」（再就職型）と答えた人の割合が、全体で３８．８％と最も多くなっていますが、前回調査と比較して
男女ともに「子どもができてもずっと職業を続ける方がよい」（継続型）が増加し、再就職型と継続型は
ほぼ拮抗しています。
一方、全国では継続型が４４．８％、再就職型が３１．５％で継続型が大きく上回っているため、再就職型が多
いのは名古屋市の特徴といえます。

【図表７】女性が職業を持つことについての考え（名古屋市と全国）

●名古屋市

●全国
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名古屋市は、40%
以上60%以下とい
う目標には隔たり
があります。

平成２７年度 総務局調べ（名古屋市）

区政協力委員の
女性比率は14.7%、
学区委員長に占め
る女性比率は3.4%
に留まっています。

平成２７年度 総務局調べ（名古屋市）

方針決定過程への女性の参画

審議会等への女性の登用

名古屋市審議会の女性委員の登用は、平成１４年度の２０．０％から上昇し続け、平成２４年度の３６．５％をピー
クに横ばい傾向が続いています。

【図表８】審議会等への女性の登用状況の推移（名古屋市と国）

地域活動における方針決定への女性の参画

地域活動における男女の参画の現状をみると、民生委員・児童委員では約８０％を、保健環境委員では
約６０％を女性が占めているのに対し、区政協力委員では女性の占める割合が約１５％に留まっています。

【図表９】地域活動の委員における女性比率（名古屋市）
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行政職において、
政令指定都市平均
との差が大きくな
っています。

平成２７年度 総務局調べ（名古屋市）
平成２７年度 女性の政策・方針決定参画状況調べ（内閣府）

市職員における女性管理職

名古屋市の女性管理職員数（行政職）については、基本計画２０１５策定時の５０人（５．０％）から、平成２７
年４月時点において７２人（７．３％）と増加し、成果指標の目標を達成しています。しかし、政令指定都市
の平均より低いため、さらなる取組が必要です。

【図表１０】市職員における管理職女性比率（名古屋市と政令指定都市）
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男性の労働力率は
「台形型」であるの
に対して、女性は
「Ｍ字型」となって
います。

国勢調査（総務省）

男性の給与水準を
100とした場合、
女性は72.2に留ま
っています。

※「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。
※「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は
１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。

※所定内給与額の男女間格差は、男性の所定内給与額を１００とした場合の女性の所定内給与額を算出している。

平成２６年 賃金構造基本統計調査（厚生労働省）

雇用等における男女平等

性別・年代別にみた労働力率

女性の労働力率は、出産、子育て期に低下する、いわゆる「Ｍ字カーブ」となっていますが、Ｍ字の
谷は徐々に小さくなっています。

【図表１１】男女別、年齢５歳階級別労働力率（名古屋市）

男女の賃金格差、就労状況

平成２６年の国の賃金構造基本統計調査では、男女の賃金格差は大きく、男性一般労働者の給与水準を
１００とした場合、女性一般労働者は７２．２に留まっている状況です。
また、平成２４年の名古屋市の就業構造基本調査では、不安定な非正規労働についている割合が、男性
の２１．６％に対して、女性は６０．２％と高くなっています。

【図表１２】男女間所定内給与格差の推移（全国）
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不安定な非正規労働
についている割合は、
女性の方が高くなっ
ています。

平成２４年 就業構造基本調査 名古屋の就業構造（名古屋市）

子育て期と思われ
る30～40歳代の
男性で、1日11時間
以上働いている人
は約30%います。
（女性は10%未満）

平成２６年度 第８回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

【図表１３】男女別非正規就業者割合の推移（名古屋市）

１日の労働時間

平成２６年度の名古屋市調査では、１日当たりの労働時間について、子育て期と思われる３０～４０代の男
性で、１日１１時間以上働いている割合は、平成２２年度の前回調査から変化がみられず約３０％であり、男
性の長時間労働の実態は解消されていません。

【図表１４】１日のうちで仕事に要する時間（名古屋市）
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男女とも約半数の人
が「仕事と生活ほぼ
半々」を理想として
います。

現実には男性の
72.6%が仕事に
偏っています。
（女性は40.7%）

平成２６年度 第８回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

平成27年度の国の
定義に基づく待機
児童数は、26年度
に引き続き0人と
なっています。

平成２７年度 子ども青少年局調べ（名古屋市）

仕事と生活のバランス

平成２６年度の名古屋市調査では、「仕事と生活の理想と現実」について、男女とも約半数の人が「仕事
と生活ほぼ半々」を理想としているにも関わらず、現実には男性の７２．６％が仕事に偏っています。

【図表１５】仕事と生活の理想と現実（名古屋市）

保育所等入所待機児童対策

子育て支援については、平成２６年４月に国の定義による待機児童数が名古屋市では解消されるなど、
男女が安心して働きつづけるための保育サービスの拡充がすすめられているものの、潜在的かつ多様な
保育ニーズは存在しており、その対応が求められています。

【図表１６】保育所等入所待機児童対策（名古屋市）
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前回調査から
変わらず、
家事の負担は
女性に偏って
います。

平成２６年度 第８回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

「共働きの世帯」は
「男性雇用者と無業
の妻からなる世帯」
を大きく上回り、
平成26年で1,077
万世帯です。

平成２７年版 男女共同参画白書（内閣府）

１．「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは，夫が非農林業雇用者で，妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。
２．「雇用者の共働き世帯」とは，夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
３．平成２２年及び２３年の［ ］内の数値は，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果。

家庭・地域における男女の自立と平等参画

家事等の時間

平成２６年度の名古屋市調査では、平日の家事に要する時間について、有職女性は「２時間～３時間未
満（２０．６％）」が最も多いのに対し、有職男性では「なし（２７．５％）」が最も多く、１時間未満の男性は
７１．７％と、共働き世帯数が専業主婦世帯数を上回りその差が広がる中で、夫婦間における家事の分担は
依然として女性に偏っています。

【図表１７】平日家事に要する時間（名古屋市）

【図表１８】共働き世帯数の推移（全国）
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地域活動への参加
割合は、すべての年
代で、女性が男性を
上回っています。

平成２６年度 第８回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

運営方針の決定
及び性別による
ニーズの違いに
配慮することに
ついて、約7割の
人が必要と考え
ています。

平成２６年度 第８回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

地域活動における男女の参加経験

平成２６年度の名古屋市調査では、地域活動への参加経験について、すべての年代において女性が男性
を上回っています。

【図表１９】性別・年代別にみた地域活動への参加経験（名古屋市）

災害時の避難所運営で必要なこと

平成２６年度の名古屋市調査では、地域活動の１つである防災活動において、災害時の避難所運営に必
要なこととして、運営方針の決定などに男女がともに参加することや、性別によるニーズの違いに配慮
することについて、７割前後の人が必要と考えています。一方で、性別役割分担意識解消の必要性につ
いては、全体として３割弱の人しか必要と考えていないことが明らかになっています。

【図表２０】災害時の避難所運営で必要なこと
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１

� 基本計画の概要

基本計画の目標

名古屋市における男女平等参画に関する現状データや基本計画２０１５の取組状況から、市民全体の性別
役割分担意識の変革は大きく進んでおらず、意識変革の遅れがＤＶ被害や労働における男女格差、女性
ゆえ男性ゆえの生きづらさを生み出していると思われます。また、さまざまな場面での方針決定過程へ
の女性の参画等は徐々に進んできているものの、対等な関係性の構築には至っていません。そのため、
基本計画２０２０においても基本的な方向性として、基本計画２０１５の体系をおおむね継続していくものと考
え、基本計画２０２０では次の５つの目標とします。

【５つの目標】

目標１ 性別にかかわる人権侵害の解消
誰もが性別にかかわりなく人権が尊重される社会の実現をめざします

目標２ 男女平等参画推進のための意識変革
男女平等参画について理解される社会の実現をめざします

目標３ 方針決定過程への女性の参画
さまざまな場面での方針決定過程において女性が参画し、活躍できる社会の
実現をめざします

目標４ 雇用等における男女平等
男女がともに希望するバランスで働き続けることができる社会の実現をめざ
します

目標５ 家庭・地域における男女の自立と平等参画
家庭・地域生活においても、男女がともに自立し、その個性と能力が活かさ
れている社会の実現をめざします
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２

（１）

（２）

（３）

（４）

重点的に取り組む施策・事業

男女共同参画社会の実現に向けた取組は、職場や家庭、地域など幅広い分野に及び、さらには、人生
のあらゆる場面において必要とされるため、目標や方針ごとに総合的かつ計画的にすすめていく必要が
あります。
しかし、このように多岐にわたる事業をより効果的に展開するために、近年の社会情勢や名古屋市を
とりまく男女平等参画の現状、これまでの取組の進捗状況や施策の横断的な視点等を踏まえ、緊急度や
優先度を考慮し、次の施策・事業について特に重点的に取り組みます。

性別に起因するあらゆる人権侵害の解消に取り組む

依然として発生し続け、多様化・複雑化している暴力や差別など性別に起因するあら
ゆる人権侵害の解消に向けて、暴力防止意識の普及・啓発や被害者の回復に向けた切
れ目のない支援に一層取り組みます。

重点事業：女性のための総合相談 はじめ７事業

次世代に向けて男女平等参画意識を広く定着させる

男女平等参画に対する理解が次の世代においても定着し続けるために、低年齢の段
階から男女平等参画に関する教育や学習に取り組むとともに、男女共同参画週間を活
用するなど効果的な啓発活動により市民全体の意識変革をすすめます。

重点事業：男女平等参画に向けた意識啓発事業 はじめ４事業

あらゆる分野における女性の活躍を推進する

働き続けたい女性や再び働き始めようとする女性、地域等で活躍したい女性を支援
するため企業や市民への意識啓発に継続して取り組みます。また、名古屋市域全体の
女性の活躍推進に向けて、市役所自らが率先して女性の登用や意識醸成に積極的に取
り組みます。

重点事業：市職員の管理職等への女性の登用推進 はじめ７事業

ワーク・ライフ・バランスを推進する

男性の仕事中心の生活スタイルと意識を変革するため、企業等に向けたさまざまな
啓発や支援に取り組み、家事や子育て、地域への参画を推進します。
また、男女がともにそれぞれの希望に応じた多様な生き方、働き方が実現できるよ
うにライフステージに対応した子育て、介護支援施策の充実に取り組みます。

重点事業：企業への両立支援に向けた啓発事業 はじめ５事業
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１９

３

（１）

（２）

基本計画の推進体制

推進体制の強化

男女平等参画施策の推進機関である副市長をトップとした「男女平等参画推進協議会」において、施
策の推進に向けた全庁的な取組を図ります。
また、さまざまな分野の市民や団体から構成される「男女平等参画推進会議（イコールなごや）」にお
いても情報交換や連携した取組がすすめられてきましたが、計画の実効性の確保に向けて、市民、事業
者、団体等それぞれの主体的かつ積極的な推進とともに、これまで以上に互いの連携体制を強化した取
組を重ねていきます。

拠点施設の機能拡充

男女平等参画施策の推進拠点として、平成１５年に男女平等参画推進センターを開設し、情報提供・交
流事業・講座や相談事業等を総合的に実施しています。平成２６年度には男女平等参画と女性教育にかか
る事業及び運営を一体的に行うために女性会館へ移転し、「イーブルなごや」という共通愛称のもと、さ
まざまな連携した取組を効果的に実施しています。
今後も定期講座や市民交流事業の開催などを通じて若年層も含めた幅広い市民や、市民団体等の利用
・交流につなげていくことが、男女共同参画社会の実現に大きく寄与していくものと考えます。男女平
等参画推進センターにおける事業展開にあたっては、女性会館と連携した実効性ある充実した事業実施
に努めるとともに、雇用等の分野における女性の活躍や、ワーク・ライフ・バランスの推進のため、市
の中小企業振興センターなどの関係機関との連携を強化することで拠点機能の拡充を図ります。

イーブルなごや（名古屋市男女平等参画推進センター・女性会館）
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２０

４

（１）

（２）

（３）

基本計画の進行管理・評価

成果指標の設定

計画の推進状況を把握するため、目標ごとに成果指標とその目標値を設け、毎年度、成果指標の達成
状況を把握します。
また、掲載事業には現況と方向性を掲載し、毎年度、掲載事業の実施状況を把握します。

年次報告の公表と進捗状況の評価

条例第９条に基づき、毎年度、男女平等参画の推進状況、推進施策の実施状況等を明らかにした報告
書を作成し、公表します。
あわせて、公表後、市民及び事業者の意見を反映させた評価を行い、その結果を推進施策に反映する
よう努めます。

男女平等参画審議会による調査審議

条例第２２条に基づく市長の附属機関として、市長の諮問に応じて、基本計画及び平等参画の推進に関
する重要事項について調査審議します。
また、推進施策の実施状況、成果指標の達成状況等について、計画の推進状況を評価し、必要に応じ
て、市長に対して意見を述べます。
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２１

男女平等参画推進なごや条例

男女共同参画社会基本法に定める
「市町村男女共同参画計画」

女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律に定める「市町村推進計画」

他の関連計画と整合を図る

○名古屋市総合計画2018
○配偶者からの暴力防止及び
　被害者支援基本計画（第3次）
○なごや子ども・子育て
　わくわくプラン2015
○新なごや人権施策推進プラン　等

男女共同参画社会の実現

男女平等参画基本計画2020

目標１

計画の体系計画の体系

目標２

目標３

目標４

目標５

性別にかかわる人権侵害の解消
（6方針、28事業、２成果指標）

男女平等参画推進のための意識変革
（４方針、14事業、２成果指標）

方針決定過程への女性の参画
（３方針、８事業、３成果指標）

雇用等における男女平等
（３方針、17事業、４成果指標）

家庭・地域における男女の自立と平等参画
（４方針、12事業、2成果指標）

5目標 

20方針 

79事業 

５ 基本計画の全体像
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２２

重点的に取り組む施策・事業

計画の推進体制

男女平等参画推進会議
の体制強化

男女平等参画推進協議会に
よる全庁的な取組の推進

拠点施設の機能拡充
（男女平等参画推進センター）

性別に起因するあらゆる
人権侵害の解消に取り組む

▶女性のための総合相談

▶男性のための相談事業

▶ＤＶ根絶のための意識啓発事業

▶デートＤＶ防止のための意識啓発事業

▶ＤＶ被害者等への相談・支援

▶青少年を取り巻く有害環境等への対応

▶ひとり親家庭の経済的な自立への支援

１ 次世代に向けて男女平等参画
意識を広く定着させる

▶男女平等参画に向けた意識啓発事業

▶男女平等参画についての情報提供

▶男女平等教材を活用した

　教育･学習の推進

▶男女平等参画についての教員等への研修

２

あらゆる分野における
女性の活躍を推進する

▶市職員の管理職等への女性の登用推進

▶市女性職員の能力開発・活用推進

▶女性の活躍推進企業認定・表彰制度

▶女性の活躍に向けた中小企業への啓発

▶女性の再就職支援

▶女性の起業支援

▶地域活動における男女平等参画の啓発

３ ワーク・ライフ・バランスを
推進する

▶企業への両立支援に向けた啓発事業

▶子育て支援企業認定・表彰制度

▶多様な子育て支援事業

▶市役所における両立支援の推進

▶男性の家事・育児への参画支援

４
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２３

�� 目目標標ごごととのの方方針針とと事事業業

目標２ 男女平等参画推進のための意識変革

方

針

� 性別による固定的な役割分担意識の解消に向けた啓発

� 学校等における男女平等参画に向けた教育・学習の推進

� 地域・家庭における男女平等参画に向けた学習の推進

� 男女平等参画推進のための調査研究及び情報収集・提供

目標３ 方針決定過程への女性の参画

方

針

� 市政における女性の方針決定過程への参画拡大・発信

� 地域社会における女性の方針決定過程への参画促進

� 企業・教育機関・団体等における女性の方針決定過程への参画促進

目標４ 雇用等における男女平等

方

針

	 雇用主及び労働者（管理職、従業員等）への男女平等に向けた啓発


 女性の職業能力開発と就業支援

� 雇用等におけるワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた支援

目標５ 家庭・地域における男女の自立と平等参画

方

針

� 男性の家事・育児・介護等への参画促進


 地域活動における男女平等参画の促進

� 高齢期における男女の生活の自立

� 防災における男女平等参画の促進

＜基本計画の体系＞

目標１ 性別にかかわる人権侵害の解消

方

針

� 性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

� 配偶者や交際相手等からの暴力の予防啓発・被害者支援

� 性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）の尊重

� メディア社会における性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

� 様々な困難（貧困、ひとり親、障害、同和問題、外国籍等）を抱える人々への支援

� 多様な生き方（ひとり親、事実婚、単身世帯、セクシュアル・マイノリティ等）への
理解促進
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２４

目標１

成果指標 現状値 目標値

ＤＶを人権侵害と認識する人の割合 ８７．０％
（２６年度）

９１％
（３２年度）

「デートＤＶ２」という言葉の認知度 ４６．８％
（２６年度）

５５％
（３１年度）

性別にかかわる人権侵害の解消
性別にかかわりなく安心して豊かに暮らすためには、男女がともに抱えている、その性別ゆえの生き
づらさを解消する必要があります。
なかでも、セクシュアル・ハラスメントやＤＶなどのあらゆる暴力は犯罪となる行為を含む重大な人
権侵害であり、依然として多く発生しています。また、マタニティ・ハラスメント等新たなハラスメン
トも課題となっており、これまで以上に差別や暴力を許さない社会づくりをすすめるとともに、被害者
の自立に向けた切れ目のない支援に取り組んでいきます。
さらに、男女が対等な関係を築いていくため、お互いの性に対する正しい理解と生涯を通じた健康支
援をすすめるとともに、メディア社会における性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発に取り組ん
でいきます。
貧困や障害、同和問題等の困難を抱えた人々にとっては、それぞれの困難が性別ゆえの生きづらさと
重なって、より困難な状況に置かれていることに配慮して一層の支援をすすめるとともに、ひとり親や
セクシュアル・マイノリティなど、家族や性のかたちは多様なものとなってきているため、理解促進に
取り組んでいきます。
こうした取組により、誰もが性別にかかわりなく人権が尊重される社会の実現をめざします。

【方針】

� 性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

� 配偶者や交際相手等からの暴力の予防啓発・被害者支援

� 性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）の尊重

� メディア社会における性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

� 様々な困難（貧困、ひとり親、障害、同和問題、外国籍等）を抱える人々への支援

� 多様な生き方（ひとり親、事実婚、単身世帯、セクシュアル・マイノリティ等）への理解促進

２デートＤＶ：

婚姻関係にない交際相手との間に起こるさまざまな暴力
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２５

女性のための総合相談

１－�

事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

１
男女の人権を
尊重するための
啓発事業

男女平等参画推進センターや女
性会館、各区生涯学習センタ
ー、なごや人権啓発センターに
おいて、男女の人権が尊重さ
れ、男女共同参画社会の実現の
ための教育・学習機会の充実を
すすめます。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター ９回
�人権啓発センター

１回
�女性会館 ３回
�生涯学習センター

１６館

継続

総務局

市民経済局

教育委員会

２
重点

女性のための
総合相談
（電話・面接・専
門相談等）

男女平等参画推進センターにお
いて、女性のための総合相談を
実施し、女性が直面する問題の
解決に取り組むとともに課題の
把握に努めます。

相談の実施
�個別相談件数

３，６３１件
継続 総務局

３
重点

男性のための
相談事業

家族や仕事、人間関係等につい
て悩みや生きづらさを解消する
ため、相談や支援を実施すると
ともに、男性の抱える課題の把
握に努めます。

相談の実施
�相談件数 ７１件 拡充 総務局

４
セクシュアル・
ハラスメント等
の防止対策

市役所において、セクシュアル・
ハラスメント内部相談員、外部
相談員を引き続き設置するとと
もに、内部相談員をはじめ職員
に対する研修を実施します。ま
た、大学・企業等においてもセ
クシュアル・ハラスメントなど
の防止に向けた研修をすすめま
す。

研修の実施
�職員 ２回
�企業 １回

継続 総務局

性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

セクシュアル・ハラスメント等の性別に基づく人権侵害の解消に向け、男女の人権が尊重されるため
の啓発を男女平等参画推進センター等においてすすめます。また、職場や家庭、地域等で直面するさま
ざまな男女の悩みを受けとめる相談事業の充実に取り組みます。
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２６

１－�

事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

５
重点

ＤＶ根絶のため
の意識啓発事業

ＤＶ防止啓発カードの配布等に
より、相談窓口の周知を図ると
ともに、ＤＶ根絶に関する講座・
セミナー、パープルリボンキャ
ンペーンや児童虐待対策と連携
した広報・啓発を行います。

�啓発カードの配布
�講座等の実施

４回
�パープルリボンキ
ャンペーンの実施

拡充

総務局

子ども
青少年局

６
重点

デートＤＶ防止
のための
意識啓発事業

デートＤＶ防止啓発カードやハ
ンドブックを配布するととも
に、デートＤＶ防止に関する講
座・セミナー等を行います。
また、デートＤＶ防止の出張講
座などを学校において実施し、
大学・高校などと連携して、若
年層を対象にしたデートＤＶ防
止教育を進めます。

�啓発リーフレット
の配布
�講座の実施 １回
�若年層向け講座

３回
�高校生向け講座

４回

拡充

総務局

子ども
青少年局

教育委員会

７
重点

ＤＶ被害者等へ
の相談・支援

配偶者暴力相談支援センターや
社会福祉事務所において、相談
への対応、保護、自立支援、同
伴する子どもへの支援等、多く
の段階にわたって、被害者を孤
立させない、切れ目のない相談・
支援を実施します。

相談の実施
�ＤＶ相談延件数

９，２２０件
（配偶者暴力相談
支援センター及び
社会福祉事務所）

拡充 子ども
青少年局

配偶者や交際相手等からの暴力の予防啓発・被害者支援

ＤＶについては、暴力を容認しない意識啓発や若年層に対するデートＤＶ防止啓発を一層すすめてい
きます。また、被害者支援のための相談事業等については、ＤＶ被害者だけでなく、子どもの安全にも
配慮し、民間団体や関係機関との連携強化による切れ目のない支援をすすめます。
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事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

８
子どもを虐待
から守るための
支援

虐待から子どもを守るため、児
童相談所、社会福祉事務所をは
じめとする行政機関や医療機
関、学校など関係機関との連携
強化を図ります。
また、相談体制を充実させるな
ど、児童虐待の発生予防から、
虐待を受けた子どもの保護・自
立支援まで切れ目ない支援体制
を充実させます。
さらに、「名古屋市児童を虐待か
ら守る条例」に基づく広報・啓
発等をすすめます。

�なごやこどもサポ
ート連絡協議会・
区連絡会議の実施
�児童虐待相談対応
件数 １，９６９件
�なごやっ子ＳＯＳ
相談件数３，３３２件
�児童福祉司、児童
心理司の増員
�児童虐待防止推進
月間の５月、１１月
にイベント等を実
施

拡充 子ども
青少年局

９
重点

女性のための
総合相談
（女性の自立の
ためのグループ
プログラム等）

男女平等参画推進センターの女
性のための総合相談の相談者に
対し、暴力被害からの精神的な
回復などを目的にした女性のた
めのサポートグループ事業の実
施やセミナー等を開催します。

�グループプログラム
２３回 継続 総務局

１０ 支援者の育成

相談支援業務に従事する職員に
対する体系化した研修や公的機
関・民間団体の支援者も対象と
した研修を実施し、支援者のス
キルアップ・組織対応能力の強
化を図ります。
また、被害者と直接関わる職員
等の言動が被害者をさらに追い
詰め、傷つけること（二次的被
害）の防止のため、広く職務関
係者に向けた研修を実施しま
す。

研修の実施
�関係職員 ２４回
�職務関係者

２回

拡充

総務局

子ども
青少年局

１１
庁内及び関係機
関・民間団体と
の連携

「名古屋市ドメスティック・バ
イオレンス被害者支援庁内連絡
会議」及び「ドメスティック・
バイオレンス対策関係機関連絡
会議」を活用して、庁内や関係
機関・民間団体の取組が効果的
に機能するよう、連携をすすめ
ます。

�会議開催 ２回 継続

総務局

子ども
青少年局
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（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

１２

性と生殖に関す
る健康と権利に
ついての学習・
啓発

男女平等参画推進センターや女
性会館などにおいて、「性と生殖
に関する健康と権利（リプロダ
クティブ・ヘルス／ライツ）」に
関する学習、啓発をすすめま
す。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター １回
�女性会館 １回

継続
総務局

教育委員会

１３
思春期における
性の尊重につい
ての啓発

「健康なごやプラン２１（第２
次）」の分野１１「思春期の保
健対策の強化と心身両面の健康
づくり」における取組として、
思春期の子どもたちの心身両面
の健康づくりに関する総合的な
知識の普及や相談等を行う思春
期セミナー等を実施するととも
に、市内小中学校・高校等にお
いて保健学習等を通じた性教育
を行います。

�思春期セミナー等
２６７回

�性教育の実施
継続

子ども
青少年局

教育委員会

１４
性感染症等への
対策

エイズ対策啓発ポスター・リー
フレットを作成・配布するとと
もに、エイズ講習会・研修会を
実施します。

�パンフレットによ
る啓発
�講習会・研修会の
実施

継続 健康福祉局

性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ３）の尊重

男女がお互いの性を理解し、また、それぞれの健康を適切かつ主体的に自己管理するための情報提供
や健康教育をすすめます。特に女性については、妊娠や出産のための身体的機能があることに留意し、
思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等の各ライフステージに対応した適切な健康の保持増進ができ
るような取組を推進します。

３リプロダクティブ・ヘルス／ライツ：

リプロダクティブ・ヘルスとは、平成６年の国際人口／開発会議の「行動計画」及び平成７年の第４回世界女
性会議の「北京宣言及び行動綱領」において、「人間の生殖システム、その機能と（活動）過程のすべての側面
において、単に疾病、障害がないというばかりでなく、身体的、精神的、社会的に完全に良好な状態にあるこ
とを指す」とされている。
また、リプロダクティブ・ライツは、「すべてのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに出
産する時を責任をもって自由に決定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利、並び
に最高水準の性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利」とされている。
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１５
妊娠・出産等に
関する健康支援

安心して妊娠・出産ができるよ
う、妊娠・出産に関する正しい
知識・制度の普及啓発、相談、
支援を実施します。

�母子健康手帳の交
付 ２２，１４４冊
�両親学級（パパマ
マ教室） ２７４回
�妊婦健康診査延べ
受診者数

２３８，６７１人
�なごや妊娠ＳＯＳ
相談件数 １４７件

継続 子ども
青少年局

１６
生涯にわたる
健康教育

性差に応じたがんの早期発見・
早期治療を促進するため、がん
検診を実施するほか、保健所、
地域のコミュニティセンター、
公民館等において生涯にわたる
女性の健康づくりを支援する目
的で乳がんの自己触診法等、各
種健康教育を実施します。

検診受診者数
�子宮がん

８６，７８４人
�乳がん ４１，３５８人
�乳がん自己触診法
普及事業 １２１回

継続 健康福祉局
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（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

１７
重点

青少年を取り巻
く有害環境等へ
の対応

出会い系サイトやＳＮＳ（ソー
シャル・ネットワーキング・サ
ービス４）等で青少年が危険に
さらされないよう広く周知を図
るとともに、メディアを利用し
たいじめに対する取組みを行い
ます。

懇談会等の実施
�リーフレット等の
配布

拡充

子ども
青少年局

教育委員会

１８
メディア・リテ
ラシー５向上の
ための啓発

メディアを通じた情報を主体的
に収集・判断し、適切に発信す
る能力の育成のための講座を開
催するとともに、人権侵害の予
防啓発を行います。

講座等の実施
�人権啓発センター
１回
�女性会館 ２回

�ウェブサイト等に
よる予防啓発

継続
市民経済局

教育委員会

１９
公的広報物
ガイドライン
の活用

男女平等参画の視点からのイラ
スト集を作成し、庁内向け市公
式ウェブサイトを通じて提供す
るとともに、市広報担当者に向
けて公的広報物ガイドライン研
修を実施します。

研修の実施
�職員 １回 継続 総務局

２０
広報事業者への
啓発

広報事業者へ性・暴力表現に対
する自主的な取組を行うよう働
きかけます。

�実施 継続 総務局

メディア社会における性別にかかわる人権侵害の解消に向けた啓発

メディアを通じた情報は、多くの人々へ影響を与えることからも、男女平等参画の視点について、常
に留意されなければなりません。とりわけ、インターネット上のコミュニケーションツールが広がって
いる現在のメディア社会においては、女性や子どもの人権を侵害する表現や情報が若年層に深刻な影響
を及ぼしていることに留意し、利用にあたっての注意喚起や情報に対する理解や知識を深め、情報を主
体的に読み解くことができるよう、一層の啓発や教育に取り組みます。

４ソーシャル・ネットワーキング・サービス：

友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供することを目的とするコミュニティ型のサービ
スのこと。

５メディア・リテラシー：

メディアの情報を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、活用する能力、メディアを通じコミュニケ
ーションする能力の３つを構成要素とする複合的な能力のこと。
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２１
経済的自立に
向けた支援

男女平等参画推進センター等に
おいて就労支援セミナー等を実
施します。また、生活保護受給
者の早期の就労や自立及び生活
困窮者が困窮状態から早期に脱
却できるよう支援します。

セミナー等の実施
�男女平等参画推進
センター ６回
�なごやジョブサポ
ートセンター

８回

継続

総務局

市民経済局

健康福祉局

２２
ひとり親家庭の
精神的な自立
への支援

ひとり親家庭であることによる
精神的負担の軽減や精神的自立
を促すため相談やセミナーなど
の支援を行います。

�セミナー ２回
�サポートグループ

１３回
継続

総務局

子ども
青少年局

２３
重点

ひとり親家庭の
経済的な自立
への支援

ひとり親家庭の自立に向け、安
定した経済基盤の確保のための
就業支援や、生活上の負担の軽
減をはじめ、「貧困の連鎖」を未
然に防止するため総合的な支援
を推進します。

�高等職業訓練促進
給付金 １３８人
�母子父子寡婦福祉
資金貸付金

１，９２２件
�家事介護サービス
派遣世帯数

９６世帯

拡充 子ども
青少年局

２４
障害のある男女
への支援

必要な障害福祉サービスなどを
適切に利用できるよう相談支援
事業の充実など、障害のある方
が地域で安心して暮らすための
支援体制を整えます。

�相談事業の実施
�リーフレットの作
成

継続

総務局

健康福祉局

教育委員会

２５
障害のある男女
に配慮した施設
の整備

すべての人が利用しやすいよう
地下鉄駅をはじめ公共交通機関
のバリアフリー化をすすめると
ともに、障害のある方が周囲の
人の理解や手助けが得られるよ
う広報・啓発を実施し、意識の
バリアフリー化を推進します。

�施設のバリアフリ
ー化の推進
�車いすスペースが
設置された地下鉄
車両の導入
�ノンステップバス
の導入

継続
健康福祉局

交通局

様々な困難（貧困、ひとり親、障害、同和問題、外国籍等）を抱える人々への支援

貧困、ひとり親、障害、同和問題、外国籍等、様々な困難を抱える人々は、それぞれの困難に加え、
性別ゆえの生きづらさと重なって、さらに複合的に困難な状況に置かれています。これらの様々な困難
を抱えた人々が、安心して暮らすことができるよう、また、貧困については次の世代に連鎖しないよう
男女平等参画の視点に立った支援をすすめます。
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２６
同和問題の解決
に向けた支援

文化センター等において、地域
住民の生活や文化の向上をはか
り、同和問題をはじめとする人
権問題の解決に役立てることを
目的として、生活相談をはじめ
高齢者相談、健康相談など各種
相談事業を行うとともに、愛知
県弁護士会や名古屋法務局など
関係機関と連携して、法律相
談、人権相談、経営相談を実施
します。
また、教育集会所において、生
活相談や健康相談を実施しま
す。
さらに、人権問題の重要な課題
としての同和問題の解決に向け
た市民の自主的活動や取り組み
への支援や意見交換を行いま
す。

�相談事業等の実施 継続
市民経済局

教育委員会

２７
外国籍男女への
支援

名古屋国際センターにおいて、
無料法律相談や市政についての
相談等に応じます。
また、外国人ＤＶ被害者への支
援や外国籍児童の相談・保護等
に必要な説明に対しての通訳派
遣を行います。

�外国人のための相
談事業の実施
�通訳派遣の実施

継続

観光文化
交流局

子ども
青少年局
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２８
多様な生き方の
理解促進に向け
た意識啓発事業

男女平等参画推進センターやな
ごや人権啓発センター等におい
て、多様な生き方を支援し、偏
見を取り除くとともに、正しい
理解を深めるための意識啓発講
座等を実施します。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター ５回
�人権啓発センター

１回
�女性会館 １回

継続

総務局

市民経済局
子ども

青少年局

多様な生き方（ひとり親、事実婚、単身世帯、セクシュアル・マイノリティ６等）
への理解促進

少子高齢化の進行やグローバリゼーション等により、家族や性のかたちが多様なものとなってきてい
ます。一人ひとりの生き方の選択が社会への参画や活躍の障壁にならないために、多様な生き方が尊重
されるよう偏見を取り除くための意識啓発にさまざまな機会を通じて取り組みます。

６セクシュアル・マイノリティ：

性的マイノリティ、性的少数派。性同一性障害者、同性愛者、両性愛者などが含まれる。
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目標２

成果指標 現状値 目標値

「男女共同参画社会」という言葉の認知度 ５８．４％
（２６年度）

１００％
（３２年度）

イーブルなごや（男女平等参画推進センター・女性会館）の
年間来館者数

２９４，９０２人
（２６年度）

３３０，０００人
（３２年度）

男女平等参画推進のための意識変革
男女が性別にかかわりなく社会のあらゆる分野において主体的に参画していくため、固定的な性別役
割分担意識の解消は継続して取り組んでいくことが必要です。また、基礎調査の結果では女性が職業を
持つことについて、「子どもができてもずっと職業を続ける方がよい」と考える人の割合が増えていま
す。そのため、学校や地域、家庭や企業等、あらゆる場面においてさまざまな啓発活動を通じた市民全
体の意識変革をめざす取組をすすめ、特に、次世代を担う子どもたちや教育関係者をはじめとしたおと
なに対して、男女平等参画に向けた教育・学習のさらなる推進を図ります。
こうした取組により、男女平等参画について理解される社会の実現をめざします。

【方針】

� 性別による固定的な役割分担意識の解消に向けた啓発

� 学校等における男女平等参画に向けた教育・学習の推進

� 地域・家庭における男女平等参画に向けた学習の推進

� 男女平等参画推進のための調査研究及び情報収集・提供
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２９
重点

男女平等参画に
向けた意識啓発
事業

男女平等参画推進センターや女
性会館、区役所、生涯学習セン
ターで開催する講演会、シンポ
ジウム、セミナー、講座等を通
じ、広く市民に男女平等参画を
働きかけます。
また、男女平等参画について理
解を深めるため、男女共同参画
週間（６月２３日～２９日）を活用
し、啓発イベント等を開催しま
す。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター ２４回
�女性会館 ２６回
�生涯学習センター

１６館

�区における男女
平等参画推進事業

１６区

拡充

総務局

教育委員会

各区

３０
重点

男女平等参画に
ついての
情報提供

市公式ウェブサイト始め、男女
平等参画推進センターや女性会
館、名古屋国際センターなどで
情報提供を行います。また、男
女平等参画に関する広報誌等を
発行します。

�イーブルなごやホ
ームページアクセ
ス数 ６６，８６２件
�イーブルなごや図
書資料室図書の貸
出数 ２，０７５冊

拡充

総務局

市民経済局

観光文化
交流局

教育委員会

３１
男女平等参画に
ついての
職員研修

新規採用者など各階層において
男女平等参画をテーマとした研
修を実施します。

研修の実施
�新規採用者研修

５２８人
�新任係長研修

１７６人
�新任課長研修

１１４人
�人権指導者養成
研修 ４７人

継続 総務局

３２
国際理解促進に
ついての
情報提供・啓発

国際的な男女平等参画の状況に
ついて理解を深めるための講座・
セミナー等の開催により啓発を
行います。

講座の実施
�男女平等参画推進
センター １回

継続 総務局

性別による固定的な役割分担意識の解消に向けた啓発

固定的な性別役割分担意識の解消に向け、この問題について市民全体に関心をもってもらえるよう、
男女平等参画推進センターや地域における効果的な意識啓発事業や情報提供を積極的にすすめるととも
に、男女平等参画を推進する関係団体との連携・協働した取組や、交流及び情報発信に取り組みます。
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３３
男女平等参画の
視点に立った
人権教育の推進

教材等を活用して、男女の人権
を尊重する教育を推進します。

�実施 継続 教育委員会

３４
重点

男女平等教材を
活用した教育・
学習の推進

男女の平等な生き方を考えるた
めの資料として、幼児から若年
層までの成長発達段階に応じた
男女平等参画に関するハンドブ
ックを配布・活用します。

�小・中学生向け男
女平等ハンドブッ
クの配布
�デートＤＶリーフ
レットの配布・活
用

拡充
総務局

教育委員会

３５

男女平等参画の
視点に立った
キャリア教育等
の推進

就職・進学などにおいて、性別
にかかわらず一人ひとりの能力
と個性が発揮できる進路選択が
できるよう、中学生に対し職場
体験学習活動を、高校生に対し
就業体験学習活動等を実施し、
職業意識の形成と進路指導を行
うとともに、教科「家庭」の中
で指導を行います。また、市立
大学において男女平等に関する
講義を行います。

�中学校、高等学校
における体験学習
活動を１００％の学
校で実施

継続
総務局

教育委員会

３６
重点

男女平等参画に
ついての
教員等への研修

教員に対する基本研修・経営研
修において、「男女平等意識の醸
成のための内容」に触れた講演
等を実施します。
また、保育士や放課後児童支援
員等に対し、男女平等参画に関
する研修を実施します。

教員研修の実施
�基本研修 ８回
�経営研修 ３回
保育士研修の実施
�職員研修 ３回

拡充

子ども
青少年局

教育委員会

３７
学校等における
健康教育

学校等への男女平等参画出張講
座の実施や、保健の学習や学級
活動などを通じた性教育を行い
ます。

�講座等の実施
７回

�性教育の実施
継続

総務局

教育委員会

学校等における男女平等参画に向けた教育・学習の推進

性別にかかわりなく個性と能力を発揮できるようにするためには、幼児期からの学習や学校における
教育活動全体を通じて、性別にとらわれない生き方や働き方を示すなど、学ぶ機会の提供に努めます。
また、日常的に子ども達と多くの時間を過ごす教員等へも男女平等参画についての研修をすすめます。
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３８
男女の生き方を
考える学習機会
の提供

男女平等参画推進センターや女
性会館、生涯学習センター等に
おいて男女の生き方や女性のエ
ンパワーメント７のための講座
等を実施します。
また、ＰＴＡを対象に家庭教育
について考える機会を提供した
り、女性会館において学習者の
求めに応じて、必要な情報を提
供したりします。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター ２１回
�女性会館 １６回
�生涯学習センター

１６館

�学習相談 １０３件

継続
総務局

教育委員会

３９
女性の学習グル
ープ等の支援

女性の学習グループ等が、主体
的に学び、さまざまな交流がで
き、かつ学習の成果を地域社会
に還元することができるよう支
援します。

�女性学習活動研究
委託 ３０団体
�なごや女性カレッ
ジ １講座
�研修会・交流会

９回

継続 教育委員会

地域・家庭における男女平等参画に向けた学習の推進

おとな自身が固定的な性別役割分担意識や慣習にとらわれず主体的にあらゆる分野に参画すること
は、子どもの価値観へも大きな影響をもたらします。生涯学習センターや女性会館等の社会教育施設を
拠点として、おとなが主体的に学びあう場と機会の確保と普及を一層すすめます。

７エンパワーメント：

力をつけること。また、自ら主体的に行動することによって状況を変えていこうとする考え方のこと。
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４０
男女別の統計
資料の作成

統計資料の一部として、男女別
に集計し、市公式ウェブサイト
などで広く提供します。

�実施 継続 総務局

４１ 調査・研究

男女平等参画意識等に関する調
査を定期的に実施するほか、市
が実施する各種調査では男女別
のデータにより男女格差などの
実態把握に努めます。

�男女平等参画に関
する基礎調査の実
施

継続
総務局

各局

４２
男女平等参画
白書の公表

さまざまな分野における男女平
等参画の現状を把握し、市公式
ウェブサイトなどで広く提供し
ます。

�作成・公表 継続 総務局

男女平等参画推進のための調査研究及び情報収集・提供

男女平等参画を継続的に推進していくため、社会情勢や市民意識の変化を継続的かつ定期的に調査研
究・情報収集し、課題の把握に努めます。また、名古屋市で行う各種の調査においても、プライバシー
保護に配慮しながら、できる限り性別データを表示し、男女平等参画を考える上で有益となる情報の収
集と提供に取り組みます。
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市の審議会等への女性委員の登用率 ３５．５％
（２７年４月）

４０％以上
６０％以下
（３２年度）

市職員の女性管理職員の割合（行政職） ７．３％
（２７年４月）

１０％
（３２年４月）

市立小中特別支援学校の校長・教頭に占める女性の割合 １３．９％
（２７年４月）

１５％
（３２年４月）

方針決定過程への女性の参画
男女共同参画社会の実現のためには、社会におけるさまざまな場面で男女が対等に参画し、男女とも
の声が反映される必要があります。また、男女を問わず、多様な人材の能力を活用し、多様な視点、新
たな発想を取り入れることは、活力ある経済・社会の創造にもつながります。
しかしながら、各方面における方針決定過程における女性の参画が徐々に進んできてはいるものの、
男女の対等な関係性の構築には至っていない状況です。地域や企業等、あらゆる分野における女性の活
躍推進に向けて社会の構成員の半分を占めている女性の意見が十分に反映されるよう、社会的に影響力
の大きい市役所自らが率先して女性の登用や人材育成に取り組みます。
さらに、地域や企業等において方針決定過程の参画に向けた情報提供や学習機会を確保するととも

に、女性が自らの意思で、積極的に参画することが可能となるよう支援していきます。
このような取組により、さまざまな場面での方針決定過程において女性が参画し、活躍できる社会の
実現をめざします。

【方針】

� 市政における女性の方針決定過程への参画拡大・発信

� 地域社会における女性の方針決定過程への参画促進

� 企業・教育機関・団体等における女性の方針決定過程への参画促進
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４３
審議会等への
女性委員の
登用推進

審議会の新設及び委員改選の際
に事前協議を行うことや女性委
員の登用がすすまない審議会等
に対して、個別に働きかけるな
ど、審議会等委員への女性の参
画を促進し、市政における方針
決定過程への女性の参画を拡大
します。また、登用状況につい
て市公式ウェブサイト等にて公
表します。

登用推進
�登用率 ３５．５％
（平成２７年４月）

継続
総務局

各局

４４
重点

市職員の
管理職等への
女性の登用推進

女性職員の職域拡大などにより
女性職員の管理職等への積極的
な登用をすすめることで、市政
における方針の決定過程へ女性
の参画を拡大します。また、登
用に向けた取組等について、市
公式ウェブサイト等にて公表し
ます。

登用推進
�市職員の女性管理
職員の割合（行政
職）７．３％（７２人）
（平成２７年４月）

�市立小中特別支援
学校の校長・教頭
に占める女性の割
合１３．９％（１０５人）
（平成２７年４月）

係長昇任選考受験率
�女性 ３．７％
�男性 １８．７％

（平成２７年度）

拡充

総務局

人事委員会

教育委員会

４５
重点

市女性職員の
能力開発・
活用推進

キャリアアップに関して気軽に
相談できる体制の検討をすすめ
るとともに、キャリアアップ推
進研修や、積極的な職務分担等
を実施します。

�キャリアアップ推
進研修 １回 拡充 総務局

市政における女性の方針決定過程への参画拡大・発信

名古屋市域におけるさまざまな場面での方針決定過程に女性の参画をすすめていくためには、名古屋
市自らが率先して参画拡大に向けたさまざまな取組をすすめ、情報発信していくことが必要であり、こ
の点から、市審議会等の女性委員の登用率を高めるための支援や働きかけを行います。また、女性職員
の職域拡大やキャリア形成に関する研修・情報提供を図る等して、市職員や教員の女性管理職への登用
を推進します。
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４６

地域活動の委員
における方針
決定過程への
女性の参画促進

地域で活動する区政協力委員、
民生委員・児童委員、保健環境
委員の各協議会等において「男
女平等参画」に関する啓発資料
を配布するなど、女性委員の方
針決定過程への参画についての
理解と周知を図ります。

�実施 継続
市民経済局

健康福祉局

４７

地域活動におけ
る女性リーダー
育成のための学
習機会の提供

地域活動の担い手を養成するた
め、団体・グループの女性のリ
ーダーや指導者、指導者候補を
対象に研修等を実施します。

�女性団体リーダー
研修 １回３６０人 継続 教育委員会

地域社会における女性の方針決定過程への参画促進

地域におけるコミュニティ機能の低下が見られる中、地域活動の担い手を増やし、幅広い分野に男女
平等参画の視点を取り入れることの必要性について理解促進を図ります。また、学習機会を広く提供す
ることにより、地域活動における組織の中核となる方針決定過程への女性の参画促進をすすめます。
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４８
重点

女性の活躍推進
企業認定・表彰
制度（ロールモ
デルの発信）

女性がいきいきと活躍できるよ
うな取組をしている企業におい
て、ロールモデル８や職域拡大
の先駆者となっている女性を表
彰します。また、表彰されたロ
ールモデル等を発信すること
で、他の企業の取組がすすむよ
う支援します。

�従業員表彰
１５人（累計） 拡充 総務局

４９
女性管理職養成
・交流の支援

女性が方針決定過程で積極的に
活躍できるよう、女性管理職の
養成や、交流を支援します。

�講演会 ２回 拡充 総務局

５０
市立大学や関係
団体における
女性の活躍促進

市立大学における女性教員比率
向上及び市の関係団体の女性職
員登用のためのポジティブ・ア
クション９を促進します。

�シンポジウム等の
実施 継続 総務局

企業・教育機関・団体等における女性の方針決定過程への参画促進

女性の活躍を推進する気運が一層高まるなか、女性の方針決定過程への参画を自ら積極的にすすめる
企業が中小企業にまで広げられるよう、啓発や支援に努めます。
また、次世代への影響力が大きい教育機関においては、男女平等参画の視点に立った自立や職業意識
が醸成されるよう教育機関における方針決定過程に女性が参画することを促進します。

８ロールモデル：

将来像を描いたり、自分のキャリア形成を考える際に参考にする役割モデルのこと。

９ポジティブ・アクション：

さまざまな分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改善するため、必要な範囲内において、男女
のいずれか一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供すること。



基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

基
本
計
画
の
概
要

目
標
ご
と
の
方
針
と
事
業

資
料
編

４３

目標４

成果指標 現状値 目標値

仕事と生活のバランスが希望どおりであると思う市民の割合 ３４．４％
（２６年度）

３９％
（３２年度）

女性の活躍推進に取り組んでいる企業数（累計） ５６社
（２６年度）

１３０社
（３２年度）

子育て支援に取り組んでいる企業数
（子育て支援企業認定数）（累計）

１３６社
（２６年度）

１８０社
（３２年度）

市男性職員の育児休業取得率
※育児休業のほか、１０日以上連続して年次休暇等を取得した場合も含めて算定

４．３％
（２６年度）

１０％
（３１年度）

雇用等における男女平等
社会全体の女性の活躍に対する気運が上向いているなか、男女が働きやすい職場づくりに向けて女性
の活躍に関する取組や長時間労働の削減などの働き方の見直しを、組織のトップや職場の上司が主体的
にすすめていくことは、優れた人材の採用や従業員のモチベーションを上げることにもつながります。
そのため、雇用等の場における男女平等参画の実現に向けて雇用主及び労働者が一体となって取り組む
ことができるよう啓発活動や情報提供を行います。
また、女性が新しい分野へチャレンジし、生涯にわたりキャリアを形成していけるよう、さらなる支
援に取り組みます。
あわせて、育児や介護などのライフイベントに対応した柔軟な働き方が無理なく選択できるよう、子
育て支援施策、介護支援施策の充実に取り組むことにより、男女がともに希望するバランスで働き続け
ることができる社会の実現をめざします。

【方針】

� 雇用主及び労働者（管理職、従業員等）への男女平等に向けた啓発

� 女性の職業能力開発と就業支援

� 雇用等におけるワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた支援
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事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

５１
重点

女性の活躍推進
企業認定・表彰
制度
（企業部門）

女性がいきいきと活躍できるよ
うな取組をしている企業を認定
・表彰することにより、企業（特
に中小企業）における女性の活
躍を支援します。

�女性の活躍推進認
定企業数

累計５６社
拡充 総務局

５２
重点

女性の活躍に
向けた中小企業
への啓発

女性の活躍推進企業の取組につ
いて広く情報発信を行い、他の
市内企業（特に中小企業）への
普及・啓発を図ります。
また、ポジティブ・アクション
を推進するための企業向けセミ
ナー等を実施します。

�セミナーの実施
年１回 拡充

総務局

市民経済局

５３
雇用等に関する
相談事業

労働条件や労働福祉など、あら
ゆる労働問題に関して、電話で
の相談のほか、面談やメール等
による相談を実施します。

�労働相談件数
４７４件 継続 市民経済局

５４
雇用等における
男女平等に
関する情報提供

労働に関する情報や男女が働き
やすい職場環境づくりのための
情報について、市公式ウェブサ
イトなどを通じ市民へ提供しま
す。

�「労働情報なご
や」をウェブサイ
トに掲載
�「勤労者ガイドブ
ック」の作成

継続
総務局

市民経済局

雇用主及び労働者（管理職・従業員等）への男女平等に向けた啓発

女性が能力を発揮して活躍し、男女がともに働きやすい職場づくりに向けて、男女平等参画の取組が
中小企業を含め幅広く促進されるよう啓発活動や情報提供に努めるとともに、女性の活躍推進企業の好
事例を積極的に情報発信します。
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事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

５５
女性の職業能力
開発講座の充実

男女平等参画推進センター等に
おいて女性の職業能力開発のた
めの講座の充実を図るととも
に、企業の女性管理職による交
流会を実施し、異業種間での交
流を図ります。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター ９回

拡充 総務局

５６
重点

女性の再就職支
援

女性の再就職の支援のために、
資格取得や就職活動を支援する
セミナーや働く動機付けとなる
ような研修を充実します。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター ６回
�なごやジョブサポ
ートセンター

８回

拡充
総務局

市民経済局

５７
重点

女性の起業支援

女性の起業を支援していくため
の講座やセミナーを開催すると
ともに、創業に関しての相談を
実施します。

�講座等の実施
３回

�創業相談の実施
拡充

総務局

市民経済局

５８
関係機関等との
連携した
就業支援

男女平等参画推進センター、な
ごやジョブサポートセンター等
が連携し、女性が着実に就業で
きるようさまざまな支援を行い
ます。

�広報周知 新規
総務局

市民経済局

５９
自営業等に従事
する女性への
支援

農業に従事する女性の経済的地
位の向上や働きやすい環境づく
りに向けた意識啓発を実施しま
す。

�愛知県農村生活ア
ドバイザー認定者
現認定者１４人

継続 緑政土木局

女性の職業能力開発と就業支援

女性が自ら職業能力を高めるとともに、出産や子育てなどで就業を中断した女性の再就職を支援する
ため、職業能力開発の機会を設けることや、就業に向けた情報提供等を行います。また、起業等の多様
な働き方を選択する女性や、自営業等に携わる女性に対する支援を行うとともに、そうした活躍する女
性の情報発信にも取り組みます。
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事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

６０
重点

企業への両立支
援に向けた啓発
事業

企業においてワーク・ライフ・
バランスが推進されるよう啓発
を行います。事業主や管理職等
が、労働時間管理の手法等に関
する研修会等を実施する場合
に、社会保険労務士等を派遣し
たり、男女平等参画に関する講
演会や研修等を実施する場合
に、講師を派遣します。

�企業への派遣
４社 拡充

総務局

市民経済局

子ども
青少年局

６１
重点

子育て支援企業
認定・表彰制度

社会全体で子育てにやさしいま
ちづくりをすすめるため、子育
てにやさしい活動を積極的に行
っている企業を認定し、そのう
ち特に優れた活動を行う企業を
表彰します。

�子育て支援に取組
んでいる企業数

累計１３６社
継続 子ども

青少年局

６２
保育所等利用
待機児童対策

民間保育所等の整備や小規模保
育事業所の設置など、さまざま
な手法により利用枠を拡大する
とともに、個々のニーズに即し
た、きめ細かな支援策を強化し
ていきます。

�３歳未満児の保育
サービス提供割合

２７．４％
継続 子ども

青少年局

６３
重点

多様な子育て
支援事業

子育て支援を充実するため、保
護者の多様な就労形態などに対
応できるよう、多様な子育て支
援事業を実施します。

�延長保育２８７か所
�夜間保育 ４か所
�休日保育 １６か所
�一時保育 ４２か所
�病児・病後児デイ
ケア １３か所
�のびのび子育てサ
ポート事業活動件
数 ２４，４６８件

拡充 子ども
青少年局

雇用等におけるワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）
の実現に向けた支援

男女がともに安心して働き続けることができるよう、就業と子育てや介護との両立に関する情報提供
を行うとともに、長時間労働の削減に向けた啓発等、企業等における両立支援の取組を促進します。ま
た、保育所や介護施設等におけるサービスの質と量の確保に努めます。さらに、企業等の模範となるべ
く、市役所職員の両立支援に向けた取組をすすめます。
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事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

６４
放課後児童健全
育成事業の推進

留守家庭児童の健全育成を図る
ため、地域の留守家庭児童育成
会に対する運営費助成等を実施
します。また、全小学校で実施
している、教育事業であるトワ
イライトスクールを基盤に、保
護者が就労などにより家庭にい
ない児童に対して、より生活に
配慮した事業であるトワイライ
トルームを、地域の子育て家庭
の状況などをふまえて実施しま
す。

�留守家庭児童健全
育成事業の実施
�トワイライトルー
ムの実施

拡充 子ども
青少年局

６５ 介護基盤の整備

在宅での生活が困難な高齢者が
安心して生活できるよう、今後
増加する高齢者ニーズを的確に
把握し、計画に基づき施設・居
住系サービスの整備を実施する
とともに、事業者情報などの提
供に努めます。

�実施 継続 健康福祉局

６６
育児・介護休業
者への支援

男女平等参画推進センター等に
おいて、職場復帰準備セミナー
等の実施により、育児・介護休
業者を支援します。

セミナー等の実施
�男女平等参画推進
センター ３回

継続 総務局

６７
重点

市役所における
両立支援の推進

仕事と子育てを両立しやすい職
場づくりに向けて、「職員子育て
支援ハンドブック」の配布や、
育児休業復帰者支援研修など両
立支援のための事業をすすめま
す。

�職員子育て支援プ
ログラムの推進
�院内保育所の運営

継続
総務局

病院局
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４８

目標５

成果指標 現状値 目標値

平日１時間以上家事を行う有職男性の割合 ２６．５％
（２６年度）

４０％
（３１年度）

地域活動の委員（区政協力委員・災害対策委員）の女性比率 １４．７％
（２６年度）

１７％
（３２年度）

家庭・地域における男女の自立と平等参画
男女平等参画に対する理念や意識は、雇用等の場のみならず、家庭や地域の場においても、生涯を通
じて必要とされるものです。
女性の就労面での活躍推進が徐々にすすめられている一方で、男性の家庭や地域への参画は依然とし
て進んでいない状況にあります。男性が家庭において家事、育児、介護等に積極的に関わっていくこと
ができるよう意識啓発をすすめるとともに、市民生活の身近な場面である地域においても男女がともに
支えあい活躍できるよう働きかけをしていきます。
また、高齢期においては地域から孤立しがちであるうえに、とりわけ高齢男性においては地域活動や
家事への参画が進んでいないこと、高齢女性においては貧困率が高い傾向にあることから、男女それぞ
れの問題に対応できるよう支援していきます。
さらに、地域活動の一つである防災活動においても東日本大震災の教訓や南海トラフ巨大地震の発生
が懸念されていることからも男女平等参画の視点を踏まえ、災害に備えることが必要です。
このような取組により、家庭・地域生活においても、男女がともに自立し、その個性と能力が活かさ
れている社会の実現をめざします。

【方針】

� 男性の家事・育児・介護等への参画促進

� 地域活動における男女平等参画の促進

� 高齢期における男女の生活の自立

� 防災における男女平等参画の促進



基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

基
本
計
画
の
概
要

目
標
ご
と
の
方
針
と
事
業

資
料
編

４９

５－�

事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

６８
重点

男性の家事・育
児への参画支援

男女平等参画推進センターや女
性会館、子ども・子育て支援セ
ンター、保健所等において、男
性の家事・育児への参画を促進
するための講座、セミナー等を
実施します。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター １回
�子ども・子育て支
援センター等

１５回

�両親学級（パパマ
マ教室） ２７４回

拡充

総務局

子ども
青少年局

教育委員会

６９
男性の介護への
参画支援

男女平等参画推進センターや介
護実習・普及センター等におい
て、介護についての知識や技術
を習得する講座、研修等を実施
し、男性の介護への参画を支援
します。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター １回

�介護者教室 ４０回

継続
総務局

健康福祉局

男性の家事・育児・介護等への参画促進

共働き世帯が片働き世帯を上回り、今後も増加の傾向が見られる中で、女性の就業支援のためにも、
男性が生涯を通じて家事、育児、介護等を一層担っていくことが必要となります。男性の家庭生活にお
ける参画を支援するための意識啓発や情報提供を行います。
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事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

７０
重点

地域活動におけ
る男女平等参画
の啓発

地域で開催する講座、セミナー
などさまざまな場面において、
「男女平等参画」に関する啓発
資料を配布するとともに、地域
で活動する区政協力委員、民生
委員・児童委員、保健環境委員
において、男女がともに参加す
ることへの意義についての理解
と周知を図ります。

�実施 拡充

総務局

市民経済局

健康福祉局

７１
地域活動におけ
る子育て支援事
業への参画

子育て家庭が安心して子どもを
養育することができるよう、地
域の中で子育ての相互援助活動
の実施や、子育て親子の交流や
育児相談を実施する場の設置な
ど、地域で男女がともに子育て
を支援する取組をすすめます。

�のびのび子育てサ
ポート事業活動件
数 ２４，４６８件
�地域における子育
て支援拠点（つど
いの広場・地域子
育て支援センター
・児童館等）

１０３か所

拡充 子ども
青少年局

７２
ＮＰＯ等との
連携

市民活動推進センターを運営す
るとともに、男女平等参画の視
点を踏まえ、ＮＰＯなど地域活
動を行っている団体とのネット
ワークの構築、連携を促進しま
す。

�男女平等参画推進
センター １回
�「イーブルなごや
フェスティバル」
の実施

継続
総務局

市民経済局

地域活動における男女平等参画の促進

男女平等参画の視点をふまえた活力ある地域づくりのため、男女がその性別役割に固定されることな
く、それぞれの能力を発揮してさまざまな地域活動に参画することができるように働きかけます。



基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

基
本
計
画
の
概
要

目
標
ご
と
の
方
針
と
事
業

資
料
編

５１

５－�

事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

７３
高齢男女の就業
支援

高齢者が豊かな知識や経験を生
かして、就業できるよう、シル
バー人材センターにおいて臨時
的・短期的な仕事の紹介を行う
とともに、高齢者就業支援セン
ターにおいて就業に関する情報
提供や技能講習を開催します。

�シルバー人材セン
ター会員数

８，１８０人
継続

総務局

健康福祉局

７４
高齢男女の社会
参画支援

高齢期の男女の地域活動への参
加を支援するために、老人クラ
ブ活動を促進するほか、福祉会
館や鯱城学園の運営をすすめま
す。

�老人クラブ会員数
７８，３２３人

�鯱城学園定員
１，３２８人

�福祉会館利用者数
女性４３５，４５２人
男性３４９，５９０人

継続 健康福祉局

７５
高齢者に対する
相談事業

高齢者が安心して暮らせるよう
に、いきいき支援センターや高
齢者虐待相談センター等におい
て、さまざまな相談事業を実施
します。

�高齢者虐待相談支
援事業の実施 継続 健康福祉局

高齢期における男女の生活の自立

超高齢化社会に向けて、高齢男女の豊かな経験を活かした就業を支援するとともに、地域で活躍でき
るよう、社会参画の支援・相談に取り組みます。
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事業 事業内容 現況
（Ｈ２６時点の状況） 方向性 所管局

７６
防災対策につい
ての広報啓発

男女平等参画推進センター等で
開催する講座、セミナーを通
じ、広範な市民に男女平等参画
の視点を持った防災対策を働き
かけます。

講座等の実施
�男女平等参画推進
センター １講座

�区における男女平
等参画推進事業

１６区

継続
総務局

各区

７７
地域防災力の
向上

児童生徒や教員に対し、男女平
等参画の視点に立った防災教育
を実施するとともに、地域にお
ける助け合いの仕組みづくり等
を推進し、地域防災力を高めま
す。

�助け合いの仕組み
づくりの推進
�防災教育の実施
�消防団員の入団促
進
�自主防災組織の結
成促進および活動
支援

継続

防災危機管
理局

教育委員会

消防局

７８
性別に配慮した
避難所運営

性別に配慮した避難所を運営す
るため、改正した避難所運営マ
ニュアルに基づき、市民参加型
の訓練を実施するとともに、性
別に配慮した災害救助物資を備
蓄します。

�避難所開設・運営
訓練の実施
�生理用品等の備蓄

継続

防災危機管
理局

健康福祉局

７９
防災における
相談支援

災害時の避難所等での、悩みや
暴力に関する相談体制づくりを
検討するとともに、平常時から
の広報や近隣の男女共同参画セ
ンターとの連携等をすすめます。

�被災地への相談員
派遣 新規 総務局

防災における男女平等参画の促進

東日本大震災の教訓等から、防災分野においても男女平等参画の視点に立った対応が課題となってい
ます。災害発生時の避難所運営等における女性や子育て家庭へのニーズに対する配慮や、意思決定の場
に女性が参画できるよう、平常時から防災対策についての広報啓発や地域防災力の向上などに取り組み
ます。
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成果指標一覧

成果指標 現状値 目標値
３２年度

目
標
１

ＤＶを人権侵害と認識する人の割合 ８７．０％
（２６年度）

９１％
（３２年度）

「デートＤＶ」という言葉の認知度 ４６．８％
（２６年度）

５５％
（３１年度）

目
標
２

「男女共同参画社会」という言葉の認知度 ５８．４％
（２６年度）

１００％
（３２年度）

イーブルなごや（男女平等参画推進センタ
ー・女性会館）の年間来館者数

２９４，９０２人
（２６年度）

３３０，０００人
（３２年度）

目
標
３

市の審議会等への女性委員の登用率 ３５．５％
（２７年４月）

４０％以上６０％以下
（３２年度）

市職員の女性管理職員の割合（行政職） ７．３％
（２７年４月）

１０％
（３２年４月）

市立小中特別支援学校の校長・教頭に占め
る女性の割合

１３．９％
（２７年４月）

１５％
（３２年４月）

目
標
４

仕事と生活のバランスが希望どおりである
と思う市民の割合

３４．４％
（２６年度）

３９％
（３２年度）

女性の活躍推進に取り組んでいる企業数
（累計）

５６社
（２６年度）

１３０社
（３２年度）

子育て支援に取り組んでいる企業数
（子育て支援企業認定数）（累計）

１３６社
（２６年度）

１８０社
（３２年度）

市男性職員の育児休業取得率 ４．３％
（２６年度）

１０％
（３１年度）

目
標
５

平日１時間以上家事を行う有職男性の割合 ２６．５％
（２６年度）

４０％
（３１年度）

地域活動の委員（区政協力委員・災害対策
委員）の女性比率

１４．７％
（２６年度）

１７％
（３２年度）
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参考データ

参考データ 現状値

目
標
１

女性のための総合相談件数（電話・面接・専門相談等） ３，６３１件
（２６年度）

男性のための相談件数 ７１件
（２６年度）

基本的人権が尊重されている社会だと思う市民の割合 ６６．９％
（２６年度）

なごや人権啓発センターの年間来館者数 ２８，０９４人
（２６年度）

「ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）」という言葉の認知度 ９１．６％
（２６年度）

女性福祉相談延件数（配偶者暴力相談支援センター及び社会福
祉事務所等）

１２，０１８件
（２６年度）

がん検診受診率（�子宮がん、�乳がん） �５２．７％、�３７．０％
（２６年度）

名古屋市における母子世帯の年間総収入の平均額 ２４９．１万円
（２５年度）

名古屋市における父子世帯の年間総収入の平均額 ４４５．９万円
（２５年度）

「セクシュアル・マイノリティ」という言葉の認知度 ３３．４％
（２６年度）

目
標
２

男女の地位が平等と感じる市民の割合（社会全体） １４．０％
（２６年度）

男女の地位が平等と感じる市民の割合（職場） １９．５％
（２６年度）

男女の地位が平等と感じる市民の割合（政治の場） ７．２％
（２６年度）

男女の地位が平等と感じる市民の割合（学校教育の場） ５７．３％
（２６年度）

男女の地位が平等と感じる市民の割合（地域活動の場） ３８．３％
（２６年度）

イーブルなごや（男女平等参画推進センター・女性会館）ウェ
ブサイトの年間閲覧件数

６６，８６２件
（２６年度）

目
標
３

市職員の女性の係長昇任選考受験率（行政職） ３．７％
（２７年度）

名古屋市会における女性議員割合 ２１．３％
（２７年４月）

区政協力委員における学区代表の女性割合 ３．４％
（２７年４月）

民生委員・児童委員における学区代表の女性割合 ４８．９％
（２７年４月）

保健環境委員における学区代表の女性割合 ３７．２％
（２７年４月）
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参考データ 現状値

目
標
４

働く意欲があるが、現在働く場がなくて困っている市民の割合 ５．０％
（２６年度）

名古屋市における２５歳から４４歳までの女性の就業率 ６７．３％
（２４年度）

名古屋市における非正規労働者の割合（女性） ６０．２％
（２４年度）

名古屋市における非正規労働者の割合（男性） ２１．６％
（２４年度）

子育てしやすいまちだと思う市民の割合 ８１．６％
（２６年度）

保育所等利用待機児童数 ０人
（２７年４月）

放課後児童健全育成事業の�実施箇所数、�児童数 �２０６か所、�５，９３３人
（２６年度）

職場に育児休業制度があると回答した割合 ４６．７％
（２６年度）

職場に介護休業制度があると回答した割合 ３５．４％
（２６年度）

市職員の１人あたりの年間超過勤務時間数 １０６時間
（２６年度）

市職員の１人あたりの年次休暇取得日数 １３．６日
（２６年度）

目
標
５

地域活動やボランティア・NPO活動に参加している市民
（女性）の割合

２９．６％
（２６年度）

地域活動やボランティア・NPO活動に参加している市民
（男性）の割合

２１．９％
（２６年度）

健康であると感じている高齢者の割合 ６５．７％
（２６年度）

困った時に相談できる人が隣近所や地域にいる高齢者の割合 ６５．７％
（２６年度）

消防団員の女性割合 ６．１％
（２６年度）

避難所開設・運営訓練等の学区実施率 ９３．２％
（２６年度）
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諮問諮問

答申･提言答申･提言

情報提供情報提供

意見交換
・協議

意見交換
・協議

 

男女平等参画の推進

市民・事業者・各種団体

  

男女平等参画推進なごや条例

苦
情
処
理
委
員

男女平等参画
審　 議　 会

男女平等参画
推 進 会 議
（イコールなごや）

名古屋市

関係機関

総務局
男女平等参画推進室 

国・県
地方公共団体
関係機関
国際機関等 

・女性会館
・中小企業振興
センター 等 情

報
提
供
等

参
画
・
連
携

情
報
発
信
・
交
流
・
相
談
等

苦
情
の
申
出

結
果
通
知　

連
携

連携

参
加
・
参
画

調
査
・
処
理

報
告
・
意
見

関係者等 
是正要望

助言等

拠点施設

男女平等参画
推進センター

（男女平等参画推進協議会）
会　長：総務局所管副市長
副会長：他の副市長
委　員：関係局室区長   

幹　事：関係局室区
企画調整担当課長等 

庁内推進組織

男女平等参画推進体制図
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基本計画２０２０の策定経過

年月日 事 項

平成２６年８月３０日 第８回男女平等参画に関する基礎調査（～９月１９日）

平成２７年４月２８日 第７期名古屋市男女平等参画審議会に次期「男女平等参画基本計画」
の策定に向けた基本的な方向性及び取り組むべき施策について諮問

６月５日 名古屋市男女平等参画推進会議（イコールなごや）にて意見聴取

７月２１日 名古屋市男女平等参画推進協議会 幹事会にて審議

１１月５日 第７期名古屋市男女平等参画審議会から次期「男女平等参画基本計画」
の策定に向けて答申

１１月１０日 名古屋市男女平等参画推進協議会 幹事会にて審議

１１月１６日 名古屋市男女平等参画推進協議会にて審議

１２月１５日 名古屋市会 総務環境委員会にて所管事務調査

１２月２５日 名古屋市男女平等参画基本計画案パブリックコメント（～１月２５日）

平成２８年１月８日 名古屋市男女平等参画推進会議（イコールなごや）にて意見聴取

２月４日 名古屋市男女平等参画推進協議会 幹事会にて審議

２月１５日 名古屋市男女平等参画推進協議会にて審議

３月 「名古屋市男女平等参画基本計画２０２０」策定・公表
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第７期名古屋市男女平等参画審議会委員
（任期：平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日） （５０音順、敬称略）

１５名（女性８名、男性７名）

委員氏名 役 職 等 部会所属

犬飼 千絵子 弁護士（愛知県弁護士会）

内川 尚一 名古屋商工会議所 常務理事・事務局長

副会長
内田 良 名古屋大学 准教授 答申案作成部会

川北 稔 愛知教育大学 准教授 答申案作成部会

楜澤 征子 名古屋市地域女性団体連絡協議会 副会長 答申案作成部会

佐野 愛子 （株）Woomax 取締役

末盛 慶 日本福祉大学 准教授 答申案作成部会

杉本 貴代栄 公募委員 答申案作成部会

平山 真美 連合愛知名古屋地域協議会 女性代表

藤原 淳子 公募委員

水野 実 公募委員

宮坂 靖子 金城学院大学 教授 答申案作成部会

山本 徹 学識経験者

横井 寿史 ＮＰＯ法人BitL 代表（社会保険労務士） 答申案作成部会

会 長
�田 あけみ 椙山女学園大学 教授 答申案作成部会

（部会長）
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第７期名古屋市男女平等参画審議会審議経過

年月日 会 議 名 主な内容

平成２７年４月２８日 全 体 会
（第１回）

・会長・副会長の選出
・男女平等参画基本計画２０１５について
・次期基本計画の策定について
・部会設置の承認及び部会長の選出等
・諮問文を交付

５月１９日 答申案作成部会
（第１回）

・答申の構成について
・目標ごとに取組状況や課題を整理し、今後必
要とされる取組について意見交換

・次期基本計画の目標・方針について

６月１６日 答申案作成部会
（第２回）

・次期基本計画の目標・方針について
・目標・方針ごとに取組を拡充すべき視点につ
いて意見交換

７月２日 答申案作成部会
（第３回）

・次期基本計画の目標・方針について
・目標・方針ごとに取組を拡充すべき視点につ
いて意見交換

７月１６日 全 体 会
（第２回）

・次期基本計画の目標・方針について
（答申案作成部会での審議内容など）

７月２９日 答申案作成部会
（第４回）

・次期基本計画の目標・方針について
・答申案の執筆担当を決定
・次期基本計画の重点項目・成果指標について

８月２８日 答申案作成部会
（第５回）

・次期基本計画答申案について執筆担当委員か
らの説明後、意見交換

・次期基本計画の重点項目・成果指標について

９月１１日 答申案作成部会
（第６回）

・次期基本計画答申案について修正部分を確認
後、意見交換

・次期基本計画の重点項目・成果指標について

９月２５日 答申案作成部会
（第７回）

・次期基本計画答申案について
・次期基本計画の重点項目について

１０月２０日 全 体 会
（第３回）

・次期基本計画答申案について
（答申案作成部会での審議内容等について説
明後、意見交換、決定）

１１月５日 �� ・答申
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第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、男女平等及び参画（以下「平等

参画」という。）の推進に関し、基本理念を定め、市、

市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、市

の施策の基本となる事項を定めることにより、平等

参画を総合的かつ計画的に推進し、もって性別にか

かわりなく、市民一人一人の個性が輝き、安心して

希望を持って暮らせる社会をつくることを目的とす

る。

（基本理念）

第２条 平等参画は、男女共同参画社会基本法（平成

１１年法律第７８号）の趣旨を踏まえた次の各号に掲げ

る基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、推進されなければならない。

（１）女性及び男性は、直接的であるか間接的である

かを問わず性別による差別的取扱いを受けない

こと、自立した個人として能力を発揮する機会

が均等に確保されることその他の人権が尊重さ

れること。

（２）女性及び男性は、社会の対等な構成員として、

職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆ

る分野における方針の立案及び決定に平等に参

画する機会を確保されること。

（３）女性及び男性は、性別による固定的な役割分担

等を反映した社会制度又は慣行によってその活

動が制限されることなく、職場、学校、地域、

家庭その他の社会のあらゆる分野において自ら

男女平等参画推進なごや条例
目次
前文
第１章 総則（第１条―第５条）
第２章 性別による権利侵害の禁止（第６条・第７条）
第３章 基本的施策等（第８条―第１９条）
第４章 苦情の処理（第２０条）
第５章 拠点施設（第２１条）
第６章 名古屋市男女平等参画審議会（第２２条）
第７章 雑則（第２３条）
附則

わたくしたちのまち、名古屋市は、まちづくりの基本理念に人間性の尊重を掲げ、人間性豊かなまちを目指
して、積極的に男女共同参画社会の実現に取り組んできた。
これは、個人の尊厳と法の下の平等を高らかにうたう日本国憲法の理念を推進する基本的な取組であるとと

もに、国が男女共同参画社会の実現を２１世紀の最重要課題と位置付け、男女共同参画社会基本法を制定するに
至った流れや、国際婦人年以降連帯して性差別の解消と女性の地位向上に取り組んできた国内外の動向と協調
した行動でもあった。
しかしながら、今なお性別による固定的な役割分担等を反映した社会制度や慣行があり、女性と男性の社会

への参画の状況においても偏りが見られるなど、女性と男性が平等に参画するには、なお一層の努力が求めら
れている。
これらを踏まえ、女性も男性も互いに人権を尊重しつつ、性別にかかわりなく個性と能力を十分に発揮し、

職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、対等に参画し、共に責任を担い利益を受ける
ことができる男女共同参画社会を実現させることが今後も重要である。
わたくしたちは、男女共同参画社会の実現のために、女性と男性の平等とあらゆる分野への参画を推進する

ことによって、安心して暮らせる活気のあるまち、なごやをつくることを決意し、この条例を制定する。

平成１４年３月２９日
条例第４３号
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の意思と責任において、多様な活動が選択でき

るよう配慮されること。

（４）女性及び男性は、相互の協力と社会の支援の

下、育児、介護その他の家庭生活における活動

とそれ以外の活動に対等に参画し、両立できる

ように配慮されること。

（５）女性及び男性は、互いの性を理解し、尊重する

とともに、妊娠、出産その他の性と生殖に関す

る事項において、健康と自らの決定（以下「性

と生殖に関する健康と権利」という。）が尊重さ

れること。

（６）平等参画は、国際的な理解及び協調の下に推進

されること。

（市の責務）

第３条 市は、平等参画の推進を主要な政策として位

置付け、基本理念にのっとり、平等参画の推進に関

する施策（以下「推進施策」という。）を総合的かつ

計画的に策定し、実施しなければならない。

２ 市は、推進施策を実施するため、必要な体制を整

備するとともに、財政上の措置その他の必要な措

置を講ずるものとする。

３ 市は、市民及び事業者と協力し、連携して推進施

策を実施しなければならない。

４ 市は、率先して平等参画の実現に努めなければな

らない。

（市民の責務）

第４条 市民は、平等参画に関する理解を深め、基本

理念にのっとり、職場、学校、地域、家庭その他の

社会のあらゆる分野において、積極的に平等参画を

推進するとともに、市が実施する推進施策に協力す

るよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第５条 事業者は、平等参画に関する理解を深め、基

本理念にのっとり、事業活動に関し、積極的に平等

参画を推進するとともに、市が実施する推進施策に

協力するよう努めなければならない。

第２章 性別による権利侵害の禁止

（性別による権利侵害の禁止）

第６条 何人も、職場、学校、地域、家庭その他の社

会のあらゆる分野において、性別による差別的取扱

いを行ってはならない。

２ 何人も、職場、学校、地域、家庭その他の社会の

あらゆる分野において、セクシュアル・ハラスメ

ント（相手の望まない性的な言動又は性別による

固定的な役割分担意識に基づく言動により、相手

に不快感若しくは不利益を与え、又は生活環境を

害することをいう。）を行ってはならない。

３ 何人も、ドメスティック・バイオレンス（配偶者

等に対する身体又は精神に著しく苦痛を与える暴

力その他の行為をいう。）を行ってはならない。

第７条 何人も、広く市民を対象とした広報、報道、

広告等において、性別による固定的な役割分担又は

異性に対する暴力を連想させ、又は助長する表現そ

の他不必要な性的表現を行わないよう努めなければ

ならない。

第３章 基本的施策等

（基本計画）

第８条 市長は、推進施策を総合的かつ計画的に実施

するため、平等参画の推進に関する基本的な計画（以

下「基本計画」という。）を定めなければならない。

２ 市長は、基本計画を定めるに当たっては、あらか

じめ名古屋市男女平等参画審議会の意見を聴かな

ければならない。

３ 市長は、基本計画を定めるに当たっては、市民及

び事業者の意見を反映することができるように適

切な措置を講ずるものとする。

４ 市長は、基本計画を定めたときは、速やかに、こ

れを公表しなければならない。

５ 前３項の規定は、基本計画の変更について準用す

る。

（年次報告）

第９条 市は、毎年度、平等参画の推進状況、推進施

策の実施状況等を明らかにした報告書を作成し、公

表するものとする。

２ 市は、公表後、市民及び事業者の意見を反映させ

た評価を行い、その結果を推進施策に反映させる

よう努めなければならない。
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（性別による権利侵害の防止及び支援）

第１０条 市は、性別による権利侵害の防止に努めると

ともに、これらの被害を受けた者に対し、必要な支

援を行うよう努めなければならない。

（性と生殖に関する健康と権利の支援）

第１１条 市は、性と生殖に関する健康と権利が十分に

尊重されるように、情報の提供その他の必要な支援

を行うよう努めなければならない。

（参画機会の拡大及び是正措置）

第１２条 市は、職場、学校、地域、家庭その他の社会

のあらゆる分野における活動において、女性と男性

の間に参画する機会の格差が生じている場合、市民

及び事業者と協力し、積極的に格差を是正するため

の措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 市は、審議会等の委員を委嘱し、任命する場合に

は、女性及び男性の委員の数の均衡を図るよう努

めなければならない。

３ 市は、平等参画を推進するため、女性職員の管理

職等への登用及び能力開発に努めなければならな

い。

（雇用等の分野における平等参画の推進）

第１３条 市は、事業者に対し、雇用の分野において平

等参画が推進されるように、情報の提供その他の必

要な支援を行うよう努めなければならない。

２ 市は、必要があると認めるときは、事業者に対し、

平等参画に関する広報及び調査について、協力を

求めることができる。

３ 市は、必要があると認めるときは、市と取引関係

がある事業者及び補助金の交付を受ける者に対

し、平等参画の推進に関し報告を求め、適切な措

置を講ずるよう協力を求めることができる。

（家庭生活における活動とそれ以外の活動との両立支

援）

第１４条 市は、女性及び男性が共に、育児、介護その

他の家庭生活における活動と職業生活、地域生活等

における活動を両立することができるように、必要

な支援を行うよう努めなければならない。

（市民等に対する支援）

第１５条 市は、平等参画を推進する活動を行う市民及

び事業者（当該活動を主として行うものに限る。）

に対し、それらの主体性に留意して情報の提供その

他の必要な支援を行うよう努めるものとする。

（学習及び教育に対する支援等）

第１６条 市は、平等参画について理解が深まるように、

市民の幼児期からの学習を支援するとともに、学校

教育、家庭教育その他の教育において、必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。

（国及び他の地方公共団体との協力）

第１７条 市は、国及び他の地方公共団体と協力し、連

携して推進施策を実施するものとする。

（国際的協調）

第１８条 市は、国際的な理解及び協調の下に平等参画

を推進するため、市民と外国人との交流の促進、国

際機関等との情報交換等必要な措置を講ずるものと

する。

（調査研究及び情報の提供）

第１９条 市は、平等参画の推進に関し、必要な調査研

究を定期的に行うとともに、情報及び資料を収集

し、市民へ提供しなければならない。

第４章 苦情の処理

（苦情の処理）

第２０条 市長の附属機関として、名古屋市男女平等参

画苦情処理委員（以下「苦情処理委員」という。）

を置く。

２ 市民及び事業者は、市が実施する推進施策若しく

は平等参画の推進に影響を及ぼすと認められる施

策又は平等参画の推進を阻害する要因による人権

侵害に対する苦情がある場合、市長に申し出るこ

とができる。

３ 市長は、前項の申出があった場合、規則の定める

ところにより、苦情処理委員に事案の調査及び処

理を命ずるものとする。

４ 苦情処理委員は、市長に調査結果を報告し、必要

があると認めるときは、助言、是正の要望等必要
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な措置を講ずるよう市長に意見を述べることがで

きる。

５ 市長は、前項の意見を尊重して、必要な措置を講

ずるよう努めるとともに、調査結果及び意見並び

に講じた措置の内容を申出人に通知しなければな

らない。

６ 前各項に定めるもののほか、苦情の処理に関し必

要な事項は、規則で定める。

第５章 拠点施設

（拠点施設）

第２１条 市は、推進施策を実施するとともに、市民及

び事業者による平等参画の推進に関する取組を支援

するため、別に条例で定めるところにより、総合的

な拠点施設を設置するものとする。

第６章 名古屋市男女平等参画審議会

（名古屋市男女平等参画審議会）

第２２条 市長の附属機関として、名古屋市男女平等参

画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、基本計画及び平等

参画の推進に関する重要事項について調査審議

し、その結果を市長に答申する。

３ 審議会は、平等参画の推進に関し必要と認める事

項について調査審議し、市長に対し、意見を述べ

ることができる。

４ 審議会は、市長が委嘱する委員２０人以内をもって

組織し、委員の一部は公募する。

５ 女性又は男性のいずれか一方の委員の数は、委員

の総数の１０分の４未満であってはならない。

６ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。

７ 委員は、再任されることができる。

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運

営に関し必要な事項は、規則で定める。

第７章 雑則

（委任）

第２３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施

行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。た

だし、第２０条から第２２条までの規定は、規則で定

める日から施行する。

（平成１４年規則第１１８号で第２２条の規定は平成１４年８月

１日から施行）

（平成１４年規則第１５２号で第２０条の規定は平成１４年１１

月１日から施行）

（平成１５年規則第７７号で第２１条の規定は平成１５年６月

１８日から施行）

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に定められている平等参画

の推進に関する市の基本計画であって、推進施策

を総合的かつ計画的に実施するためのものは、第

８条第１項の規定により定められた基本計画とみ

なす。
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平成１４年１１月１日
規則第１５１号

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は、男女平等参画推進なごや条例（平

成１４年名古屋市条例第４３号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

第２章 男女平等参画苦情処理委員

（苦情処理委員）

第２条 条例第２０条第１項に規定する名古屋市男女平

等参画苦情処理委員（以下「苦情処理委員」とい

う。）は、３人以内とし、人格が高潔で、男女平等及

び参画の推進並びに行政に関し優れた識見を有する

者のうちから、市長が委嘱する。

２ 苦情処理委員のうち、１人以上は法律に関し学識

経験を有する者とし、女性及び男性の苦情処理委

員は、それぞれ１人以上としなければならない。

３ 苦情処理委員の任期は、２年とする。ただし、補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４ 苦情処理委員は、再任されることができる。ただ

し、連続して４回委嘱されることはできない。

５ 市長は、苦情処理委員が心身の故障のため職務の

遂行に堪えないと認めるとき、又は苦情処理委員

に職務上の義務違反その他苦情処理委員としてふ

さわしくない非行があると認めるときは、これを

解嘱することができる。

（服務）

第３条 苦情処理委員は、職務上知ることのできた秘

密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同

様とする。

２ 苦情処理委員は、政党その他の政治的団体の役員

となることができない。

３ 苦情処理委員は、地方公共団体の議会の議員又は

長と兼ねることができない。

（市長への申出の方式）

第４条 条例第２０条第２項の規定による申出をしよう

とする者は、次の各号に掲げる事項を記載した申出

書を提出しなければならない。ただし、市長が当該

申出書の提出ができない特別の理由があると認める

ときは、口頭ですることができる。

（１）申出をする者の氏名及び住所（法人その他の団

体にあっては、名称及び代表者の氏名並びに事

務所の所在地）並びに電話番号

（２）申出の趣旨及び理由

（３）他の機関への相談等の状況

（４）申出に係る人権の侵害があった日（平等参画の

推進を阻害する要因による人権侵害に対する苦

情の申出（以下「人権侵害に対する苦情の申

出」という。）の場合に限る。）

（５）申出の年月日

２ 前項ただし書の規定により口頭で申出をしようと

するときは、前項第１号から第４号までに規定す

る事項を陳述しなければならない。この場合にお

いて、市長は、その内容を録取するものとする。

３ 申出をした者は、当該申出に対する処理が終了す

るまでの間、いつでも書面により申出の取下げを

することができる。

（調査及び処理）

男女平等参画推進なごや条例施行規則

名古屋市男女平等参画審議会規則（平成１４年名古屋市規則第１１７号）の全部を改正する。

目次
第１章 総則（第１条）
第２章 男女平等参画苦情処理委員（第２条―第１３条）
第３章 男女平等参画審議会（第１４条―第２０条）
附則
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第５条 市長は、前条の申出があったときは、担当の

苦情処理委員を指定して、事案の調査及び処理を

命ずるものとする。

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、必要と認めた

ときは、委員全員をもって構成する合議体に調査

及び処理を命ずることができる。

３ 市長は、前２項の規定にかかわらず、次の各号の

いずれかに該当する事項に係る申出については、

苦情処理委員に事案の調査及び処理を命じないも

のとする。

（１）判決、裁決等により確定した事項

（２）裁判所において係争中の事案及び行政庁におい

て不服申立ての審理中の事案に関する事項

（３）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１３号）

第１３条の紛争の解決の援助の対象となる事項

（４）議会に請願又は陳情を行っている事案に関する

事項

（５）条例又はこの規則の規定に基づく苦情処理委員

の行為に関する事項

（６）申出をした者から当該申出の取下げがあった事

項

（７）前各号に掲げるもののほか、苦情処理委員に調

査及び処理を命ずることが適当でないと認める

事項

４ 市長は、調査及び処理を命じた事案が、前項第２

号、第４号又は第６号に該当するに至ったとき

は、苦情処理委員に調査及び処理の中止を命ずる

ものとする。

５ 市長は、人権侵害に対する苦情の申出が当該申出

に係る人権の侵害があった日から１年を経過した

日以後にされたときは、苦情処理委員に当該申出

について調査及び処理を命じないものとする。た

だし、正当な理由があるときは、この限りでない。

６ 市長は、苦情処理委員に調査及び処理を命じたと

きは、その旨を当該申出をした者に対し、書面に

より通知するものとする。

７ 市長は、当該申出に対する処理を行う間、必要が

あると認めるときは、当該申出をした者に対し、

処理の経過を通知するものとする。

８ 市長は、調査及び処理をしないとき並びに調査及

び処理の中止を命じたときは、その旨及びその理

由を当該申出をした者に対し、書面により通知す

るものとする。

（調査開始の通知等）

第６条 苦情処理委員は、調査を開始するときは、そ

の旨を申出に係る市の機関又は関係者に対し、書面

により通知するものとする。ただし、人権侵害に対

する苦情の申出の場合において、相当な理由がある

と認めるときは、この限りでない。

２ 苦情処理委員は、当該市の機関に対し、説明を求

め、その保有する関係書類その他の記録を閲覧

し、若しくはその写しの提出を求め、又は関係者

に対し、資料の提出及び説明を求めることができ

る。

３ 苦情処理委員は、市長から調査及び処理の中止を

命じられたときは、その旨及びその理由を調査の

開始を通知した市の機関又は関係者に対し、書面

により通知するものとする。

（助言、是正の要望等）

第７条 市長は、条例第２０条第４項の意見を受けた場

合において、必要があると認めるときは、書面によ

り、次の各号に掲げる者の区分に従い、当該各号に

定める措置を講ずるものとする。

（１）当該申出に係る市の機関 是正の指示

（２）当該申出に係る関係者 助言又は是正の要望

（調査結果等の通知）

第８条 市長は、助言、是正の指示又は是正の要望を

行わないときは、その旨を、速やかに、第６条第１

項の規定により調査開始の通知をした市の機関又は

関係者に対し、書面により通知するものとする。

（是正の指示に対する措置の報告）

第９条 第７条に規定する是正の指示を受けた市の機

関は、当該是正の指示に基づいて措置を講じたとき

は、その旨を書面により原則として５０日以内に市

長に報告しなければならない。

２ 市長は、前項の規定による報告を受けた後も、必

要があると認めるときは、当該措置に係るその後

の経過について、当該市の機関に対し報告を求め

ることができる。

（事案の処理の状況の報告等）
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第１０条 苦情処理委員は、毎年度１回、事案の処理の

状況及びこれに関する所見等についての報告書を作

成し、市長に提出しなければならない。

２ 市長は前項の報告書及び次に掲げる事項を公表す

るものとする。ただし、公表に当たって個人情報

を取り扱うときは、当該個人情報の適正な取扱い

のために必要な配慮をしなければならない。

（１） 市長が申出に係る市の機関に対して行った是

正の指示

（２） 前号の是正の指示に対して、市の機関が講じ

た措置

（身分証明書）

第１１条 苦情処理委員は、職務を行う場合には、その

身分を示す証明書（別記様式）を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提示しなければならない。

（庶務）

第１２条 苦情処理委員の庶務は、総務局において処理

する。

（委任）

第１３条 この規則に定めるもののほか、苦情処理委員

に関して必要な事項は、市長が定める。

第３章 男女平等参画審議会

（男女平等参画審議会委員）

第１４条 条例第２２条第１項に規定する名古屋市男女平

等参画審議会（以下「審議会」という。）の委員は、

市民、学識経験のある者その他市長が必要と認める

者のうちから、市長が委嘱する。

２ 市民のうちから委嘱する委員は、条例第２２条第４

項の規定により市長が公募により委嘱する委員と

する。

３ 前項に定めるもののほか、委員の公募に関して必

要な事項は、市長が別に定める。

（会長及び副会長）

第１５条 審議会に会長及び副会長各１人を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第１６条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長

となる。

２ 審議会は、委員の半数以上の者の出席がなければ

会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。

（部会）

第１７条 審議会には、必要に応じ、部会を置くことが

できる。

２ 部会は、審議会の議決により付議された事項につ

いて調査審議し、その経過及び結果を審議会に報

告する。

３ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。

４ 部会に部会長を置き、会長が指名する。

５ 部会長は、会務を総理し、部会の会議の議長とな

る。

６ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の

指名する委員がその職務を代理する。

７ 前条の規定は、部会の会議の招集、定足数及び表

決について準用する。

（関係者の出席）

第１８条 審議会及び部会は、必要があると認めるとき

は、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を

聴き、又は必要な資料の提出を求めることができ

る。

（庶務）

第１９条 審議会の庶務は、総務局において処理する。

（委任）

第２０条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営

に関し必要な事項は、会長が定める。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 最初に委嘱される苦情処理委員の任期は、第２条

第３項の規定にかかわらず、平成１６年３月３１日ま

でとする。

別記様式 略
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セ
ン
タ
ー

名古屋市女性会館条例（昭和５３年名
古屋市条例第２２号）第１条の規定に
基づき設置する名古屋市女性会館

（設置）

第１条 男女平等参画推進なごや条例（平成１４年名古

屋市条例第４３号）第２１条の規定に基づき、次のよう

に男女平等参画推進センターを設置する。

名称 名古屋市男女平等参画推進センター

位置 名古屋市中区大井町７番２５号

（目的及び事業）

第２条 名古屋市男女平等参画推進センター（以下「セ

ンター」という。）は、男女平等及び参画（以下「平

等参画」という。）の推進に関する施策を実施すると

ともに、市民及び事業者による平等参画の推進に関

する取組を支援することを目的とする。

２ センターは、前項の目的を達成するため、次の事

業を行う。

（１）平等参画の推進のための調査及び研究

（２）平等参画の推進に関する情報の収集、提供及び

発信

（３）平等参画の推進のための講座及び研修の実施

（４）平等参画の推進に取り組む団体及び個人の相互

交流の促進

（５）女性の自立支援のための相談及び助言の実施

（６）その他平等参画の推進のため市長が必要と認め

る事業

（損害賠償等）

第３条 建物、設備その他器具を損傷し、又は滅失さ

せた者は、市長の指示に従い、これらを原状に回復

し、又はその損害を賠償しなければならない。

（指定管理者）

第４条 センターの管理は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者

に行わせる。

（指定管理者の指定の手続）

第５条 市長は、センターの指定管理者の指定をしよ

うとするときは、規則で定めるところにより、選定

に参加する者に必要な資格、管理の基準その他の選

定について必要な事項を明示し、公募するものとす

る。

２ センターの指定管理者の指定を受けようとする者

は、規則で定めるところにより、事業計画書その

他必要な書類を市長に提出しなければならない。

３ 市長は、次に定める基準に従い、指定管理者を選

定するものとする。

（１）市民の平等利用が確保されること。

（２）事業計画書の内容が、第２条第１項に規定する

センターの設置目的を最も効果的に達成すると

ともに管理経費の縮減が図られるものであるこ

と。

（３）指定管理者の指定を受けようとする者が、事業

計画書に沿った管理を安定して行う物的及び人

的能力を有していること。

（４）次の表の左欄に掲げる施設の指定管理者の指定

を受けようとする者にあっては、同表右欄に掲

げる施設を一体的に管理することができるこ

と。

４ 市長は、指定管理者を指定したとき及びその指定

を取り消したときは、その旨を告示するものとす

る。

（指定管理者が行う管理の基準）

第６条 指定管理者は、センターの開館時間及び休館

日の定めに従い、当該施設を適正に市民の利用に供

しなければならない。

２ 前項のセンターの開館時間及び休館日は、規則で

名古屋市男女平等参画推進センター条例
平成１５年３月３１日

条例第３８号
改正 平成１７年条例第２５号

平成２１年条例第２５号
平成２１年条例第６６号
平成２５年条例第４０号
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定める。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、市長

との協議により、休館日に開館することができ

る。

４ 指定管理者の管理の業務を行うに当たっては、名

古屋市個人情報保護条例（平成１７年名古屋市条例

第２６号）の定めるところにより、個人情報を適正

に取り扱わなければならない。

（指定管理者が行う業務の範囲）

第７条 指定管理者が行う業務の範囲は、次に掲げる

とおりとする。

（１）第２条第２項第２号及び第４号に規定する事業

並びに同項第３号に規定する事業のうち市長が

定めるものの実施に関すること。

（２）センターの維持管理及び修繕（原形を変ずる修

繕及び模様替を除く。）に関すること。

（３）その他市長が定める業務

（委任）

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。

附 則

この条例の施行期日は、規則で定める。

（平成１５年規則第７８号で平成１５年６月１８日から施行。

ただし、第３条から第８条まで、第１１条及び第１２条の

規定は平成１５年５月６日から施行）

附 則（平成１７年条例第２５号）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。た

だし、次項の規定は、公布の日から施行する。

２ この条例による改正後の名古屋市男女平等参画推

進センター条例第１１条の２の規定による指定管理

者の指定の手続その他の行為は、この条例の施行

前においても行うことができる。

附 則（平成２１年条例第２５号）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。た

だし、次項の規定は、公布の日から施行する。

２ この条例による改正後の名古屋市男女平等参画推

進センター条例の規定に基づく利用料金の承認そ

の他指定管理者が利用料金を定めるために必要な

手続は、この条例の施行前においても行うことが

できる。

３ この条例の施行の際現に使用の許可を受けている

者及び使用の許可を申請し、受理されている者の

使用料の額については、なお従前の例による。

附 則（平成２１年条例第６６号）抄

（施行期日）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２５年条例第４０号）

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。た

だし、次項の規定は、公布の日から施行する。

２ この条例による改正後の名古屋市男女平等参画推

進センター条例第５条の規定による指定管理者の

指定の手続その他の行為は、この条例の施行前に

おいても行うことができる。
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（趣旨）

第１条 この規則は、名古屋市男女平等参画推進セン

ター条例（平成１５年名古屋市条例第３８号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（開館時間）

第２条 名古屋市男女平等参画推進センター（以下「セ

ンター」という。）の開館時間は、午前９時から午後

９時までとする。ただし、日曜日及び国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

にあっては、午前９時から午後５時までとする。

２ 市長は、特に必要があると認めたときは、前項の

規定にかかわらず、臨時に、開館時間を変更する

ことができる。

（休館日）

第３条 センターの休館日は、次のとおりとする。

（１）毎月第３木曜日

（２）１月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同

月３１日まで

２ 市長は、特に必要と認めたときは、前項の規定に

かかわらず、臨時に、休館日に開館し、又は休館

日以外の日に休館することができる。

（行為の禁止等）

第４条 センターにおいては、次に掲げる行為をして

はならない。

（１）みだりに火気を使用し、又は危険を引き起こす

おそれのある行為をすること。

（２）他人に迷惑を及ぼす行為をすること。

（３）承認を受けないで広告類を掲出し、又は頒布す

ること。

（４）建物その他の工作物を汚損し、又はき損するお

それのある行為をすること。

（５）その他センターの管理上支障があると認められ

る行為をすること。

（退館）

第５条 市長は、この規則に違反し、又は係員若しく

は指定管理者若しくはその管理するセンターの管理

の業務に従事している者の指示に従わない者に対し

退館を命ずることができる。

（指定管理者の公募）

第６条 条例第５条第１項に規定する選定について必

要な事項は、次に掲げるとおりとする。

（１）施設の概要

（２）指定管理者に行わせる管理の業務（以下「管理

業務」という。）の範囲

（３）指定管理者の指定の予定期間

（４）選定に参加する者に必要な資格

（５）管理の基準

（６）管理業務に従事する者に必要な知識及び技能並

びに人数の基準

（７）管理業務に従事する者の配置の基準

（８）管理業務に関し、指定管理者が費用及び危険を

負担する範囲

（９）その他市長が必要と認める事項

２ 条例第５条第１項の規定による公募は、告示、イ

ンターネットの利用その他の適切な方法により行

うものとする。

（指定管理者の指定の申請）

名古屋市男女平等参画推進センター条例施行細則
平成１５年５月６日

規則第７９号
改正 平成１５年規則第８２号

平成１７年規則第１０９号
平成１８年規則第９０号
平成２１年規則第１９号
平成２１年規則第７４号
平成２２年規則第７９号
平成２４年規則第５９号
平成２５年規則第６８号
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第７条 条例第５条第２項の規定によるセンターの指

定管理者の指定の申請は、名古屋市男女平等参画推

進センター指定管理者指定申請書（別記様式）によ

って行わなければならない。

２ 条例第５条第２項に規定する事業計画書には、次

に掲げる事項を記載しなければならない。

（１）管理業務を行うに当たっての基本的な考え方と

その方法

（２）管理業務に従事させる者の職種、人数及び職務

の内容

（３）管理業務を通じて取得した個人情報の適正な取

扱いのために講じる措置の内容

（４）管理業務により得られる収入の見込額

（５）管理業務に要する費用の見込額

（６）その他市長が必要と認める事項

３ センターの指定管理者の指定の申請をしようとす

る者は、次に掲げる書類を提出しなければならな

い。

（１）定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以

外の団体にあっては、これらに相当する書類）

（２）指定管理者の指定を受けようとする者の従業員

の数、資本の額その他の経営の規模及び状況が

わかるもの

（３）その他市長が必要と認める書類

（指定管理者の選定）

第８条 市長は、指定管理者の選定をしようとすると

きは、名古屋市男女平等参画推進センター指定管理

者選定委員会を開催するものとする。

（指定等の告示）

第９条 条例第５条第４項の規定による指定の告示

は、次に掲げる事項について行うものとする。

（１）指定管理者の名称及び所在地

（２）指定管理者の指定の期間

２ 条例第５条第４項の規定による指定の取消しの告

示は、次に掲げる事項について行うものとする。

（１）指定管理者の名称及び所在地

（２）指定管理者の指定を取り消した日

（協定の締結）

第１０条 市長は、指定管理者の指定をするに当たって

は、当該指定管理者の指定をしようとする者と、セ

ンターの管理に関する協定を締結するものとする。

２ 前項の協定には、次に掲げる事項を定めるものと

する。

（１）管理業務の具体的内容

（２）センターの管理費用として、本市が支払う金額

（３）管理業務に従事させる者の職種、人数及び職務

の内容

（４）管理業務を通じて取得した個人情報の適正な取

扱いのために講じる措置の内容

（５）管理業務に関し、指定管理者が費用及び危険を

負担する範囲

（６）緊急時等における対応方法

（７）その他市長が必要と認める事項

（事業報告書の提出）

第１１条 指定管理者は、毎年度５月３１日までに、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２４４条の２第７項に規定する事業報告書を、市長に

提出しなければならない。

２ 前項の事業報告書には、次に掲げる事項を記載し

なければならない。

（１）管理業務の実施状況

（２）センターの使用状況

（３）センターの管理経費等の収支状況

（４）前各号に定めるもののほか、指定管理者による

管理の状況を把握するため市長が必要と認める

事項

（指定管理者選定委員会）

第１２条 センターの管理を指定管理者に行わせるに当

たって、指定管理者の選定に公平性及び透明性を確

保するため、名古屋市男女平等参画推進センター指

定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

を設置する。

（選定委員会の所掌事務）

第１３条 選定委員会は、事業計画書の内容の審査に関

することその他市長が必要と認める事項について調

査審議する。

（組織）

第１４条 選定委員会は、第２４条に規定する指定管理者

選定委員をもって組織する。ただし、市長が特に必
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要と認める場合は、本市の職員のうちから任命した

者１人を選定委員会の委員として加えることができ

る。

２ 選定委員会に会長及び副会長を置く。

３ 会長は指定管理者選定委員及び委員の互選によっ

て定め、副会長は会長がこれらの委員のうちから

指名する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（選定委員会の会議）

第１５条 会長は、必要の都度、選定委員会の会議を招

集し、会議の議長となる。

２ 会長は、必要があると認めるときは、関係職員を

会議に参加させることができる。

（指定管理者選定委員）

第１６条 法第１７４条第１項の規定により、指定管理者の

選定について、市長に必要な助言をする指定管理者

選定委員（以下「選定委員」という。）若干人を置く。

２ 選定委員は、市民と行政との協働による男女平等

参画の推進について識見のある者のうちから市長

が選任する。

（選定委員会の庶務）

第１７条 選定委員会の庶務は、総務局総合調整部男女

平等参画推進室において処理する。

（委任）

第１８条 この規則に定めるもののほか、この規則の施

行に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

１ この規則は、平成１５年６月１８日から施行する。た

だし、次項の規定は、公布の日から施行する。

２ 許可の申請その他センターの施設を使用するため

に必要な手続は、この規則の施行前においても行

うことができる。

附 則（平成１５年規則第８２号）

１ この規則は、平成１５年６月１８日から施行する。た

だし、次項の規定は、公布の日から施行する。

２ センターを管理委託等するために必要な手続は、

この規則の施行前においても行うことができる。

附 則（平成１７年規則第１０９号）

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第４

条第１項、第５条、第８条、第９条第３項、第９条の

２及び第１２条の改正規定は、平成１８年４月１日から施

行する。

附 則（平成１８年規則第９０号）

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成２１年規則第１９号）

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。た

だし、次項の規定は、公布の日から施行する。

２ この規則による改正後の名古屋市男女平等参画推

進センター条例施行細則（以下「新規則」という。）

の規定に基づく指定管理者の指定の申請に必要な

手続は、この規則の施行前においても行うことが

できる。

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の

名古屋市男女平等参画推進センター条例施行細則

の規定に基づいて提出されている使用料減免申請

書は、新規則の規定に基づいて提出されたものと

みなす。

附 則（平成２１年規則第７４号）

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第

３号様式の改正規定は、平成２２年４月１日から施

行する。

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の

名古屋市男女平等参画推進センター条例施行細則

の規定に基づいて提出されている使用料減免申請

書は、この規則による改正後の名古屋市男女平等

参画推進センター条例施行細則の規定に基づいて

提出されたものとみなす。

附 則（平成２２年規則第７９号）

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年規則第５９号）

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の

各規則の規定に基づいて提出されている申込書及
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び申請書は、この規則による改正後の各規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の

各規則の規定に基づいて作成されている用紙は、

この規則による改正後の各規則の規定にかかわら

ず、当分の間、修正して使用することができる。

附 則（平成２５年規則第６８号）

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。た

だし、第２２条及び第４号様式の改正規定並びに次

項の規定は、公布の日から施行する。

２ この規則による改正後の名古屋市男女平等参画推

進センター条例施行細則の規定に基づく指定管理

者の指定の申請に必要な手続は、この規則の施行

前においても行うことができる。

別記様式 略
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（設置）

第１条 本市に名古屋市男女平等参画推進協議会（以

下「協議会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について、

調査審議する。

（１）男女共同参画社会の実現に向けた、男女平等参

画の推進に係る施策の総合的な企画に関するこ

と。

（２）男女共同参画社会の実現に向けた、男女平等参

画の推進に係る連絡調整に関すること。

（構成）

第３条 協議会に会長、副会長、委員及び幹事を置く。

２ 会長は総務局所管副市長とし、副会長は他の副市

長とする。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき

は、あらかじめその定める順序により、その職務

を代理する。

４ 委員及び幹事は、次の各号に掲げる者をもって充

てる。

（１）別表に掲げる職にある者

（２）会長が指定する区の長及び企画経理室長の職に

ある者

（３）その他会長が指定する職にある者

（会議）

第４条 協議会の会議は、会長、副会長及び委員をも

って構成し、会長は、会議の議長となる。

２ 協議会の会議は、必要のつど会長がこれを招集す

る。

３ 幹事は、会長の命を受けて、協議会及び次条に規

定する分科会の事務について、委員を補佐する。

（分科会）

第５条 協議会には、必要に応じ、分科会を置くこと

ができる。

２ 分科会は、協議会により付議された事項について

調査審議し、その経過及び結果を協議会に報告す

る。

３ 分科会は、会長が指名する委員及び幹事をもって

構成する。

４ 分科会に分科会長を置き、会長が指名する。

５ 分科会長に事故があるときは、あらかじめ分科会

長の指名する委員がその職務を代理する。

６ 分科会の会議は、分科会長がこれを招集し、分科

会長は、会議の議長となる。

（関係職員の出席）

第６条 会長又は分科会長は、必要があると認めると

きは、協議会又は分科会の会議に、関係職員の出席

を求め、説明又は意見を聞くことができる。

（庶務）

第７条 協議会の庶務は、総務局総合調整部男女平等

参画推進室において処理する。

（委任）

第８条 この規程に定めるもののほか、協議会の運営

その他必要な事項は、会長が定める。

附 則

この達は、発布の日から施行する。

以下省略

名古屋市男女平等参画推進協議会規程
昭和５２年１２月１０日

達第３９号
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第１章 総則

（目的）

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。

（定義）

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。

１ 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な

構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、共に責

任を担うべき社会を形成することをいう。

２ 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女

間の格差を改善するため必要な範囲内において、

男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に

提供することをいう。

（男女の人権の尊重）

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人とし

ての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差

別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力

を発揮する機会が確保されることその他の男女の人

権が尊重されることを旨として、行われなければな

らない。

（社会における制度又は慣行についての配慮）

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会

における制度又は慣行が、性別による固定的な役割

分担等を反映して、男女の社会における活動の選択

に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女

共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれが

あることにかんがみ、社会における制度又は慣行が

男女共同参画社会基本法

前文
第１章 総則（第１条―第１２条）
第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条―第２０条）
第３章 男女共同参画会議（第２１条―第２８条）
附則

我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取
組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。
一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮
することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。
このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付

け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重
要である。
ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、

地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律
を制定する。

（平成１１年６月２３日法律第７８号）
最終改正：平成１１年１２月２２日法律第１６０号
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男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響

をできる限り中立なものとするように配慮されなけ

ればならない。

（政策等の立案及び決定への共同参画）

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の

対等な構成員として、国若しくは地方公共団体にお

ける政策又は民間の団体における方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを旨と

して、行われなければならない。

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する

男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動について

家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当

該活動以外の活動を行うことができるようにするこ

とを旨として、行われなければならない。

（国際的協調）

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会に

おける取組と密接な関係を有していることにかんが

み、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に

行われなければならない。

（国の責務）

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同

参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理

念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下

同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。

（地方公共団体の責務）

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女

共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じ

た施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。

（国民の責務）

第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社

会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけ

ればならない。

（法制上の措置等）

第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の

措置その他の措置を講じなければならない。

（年次報告等）

第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の

形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての報告を提出しなけ

ればならない。

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社

会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかに

した文書を作成し、これを国会に提出しなければ

ならない。

第２章 男女共同参画社会の形成の
促進に関する基本的施策

（男女共同参画基本計画）

第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男

女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画

（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めな

ければならない。

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。

（１）総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の大綱

（２）前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴い

て、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が

あったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画

を公表しなければならない。

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更に

ついて準用する。
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（都道府県男女共同参画計画等）

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案し

て、当該都道府県の区域における男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての基本的な計画

（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定

めなければならない。

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。

（１）都道府県の区域において総合的かつ長期的に講

ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の大綱

（２）前号に掲げるもののほか、都道府県の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

事項

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男

女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策についての基本的な計画（以下「市町村男女共

同参画計画」という。）を定めるように努めなけれ

ばならない。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計

画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。

（施策の策定等に当たっての配慮）

第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及

び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成

に配慮しなければならない。

（国民の理解を深めるための措置）

第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じ

て、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。

（苦情の処理等）

第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成

に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の

処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱

いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因

によって人権が侵害された場合における被害者の救

済を図るために必要な措置を講じなければならな

い。

（調査研究）

第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その

他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

策定に必要な調査研究を推進するように努めるもの

とする。

（国際的協調のための措置）

第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調

の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情

報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国

際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措

置を講ずるように努めるものとする。

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男

女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支

援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ず

るように努めるものとする。

第３章 男女共同参画会議

（設置）

第２１条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」

という。）を置く。

（所掌事務）

第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

１ 男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規

定する事項を処理すること。

２ 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係

各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の

促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重

要事項を調査審議すること。

３ 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要

があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各

大臣に対し、意見を述べること。
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４ 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策

が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査

し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。

（組織）

第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織

する。

（議長）

第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。

２ 議長は、会務を総理する。

（議員）

第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。

（１）内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣

総理大臣が指定する者

（２）男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有

する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の

総数の１０分の５未満であってはならない。

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方

の議員の数は、同号に規定する議員の総数の１０分

の４未満であってはならない。

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。

（議員の任期）

第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とす

る。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期

間とする。

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることがで

きる。

（資料提出の要求等）

第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要

があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、

監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意

見の開陳、説明その他必要な協力を求めることがで

きる。

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要

があると認めるときは、前項に規定する者以外の

者に対しても、必要な協力を依頼することができ

る。

（政令への委任）

第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び

議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、

政令で定める。

附 則 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から施行する。

（男女共同参画審議会設置法の廃止）

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第

７号）は、廃止する。

（経過措置）

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議

会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第１条

の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第２１

条第１項の規定により置かれた審議会となり、同一

性をもって存続するものとする。

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第

１項の規定により任命された男女共同参画審議会

の委員である者は、この法律の施行の日に、第２３

条第１項の規定により、審議会の委員として任命

されたものとみなす。この場合において、その任

命されたものとみなされる者の任期は、同条第２

項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設

置法第４条第２項の規定により任命された男女共

同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同

一の期間とする。

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第

１項の規定により定められた男女共同参画審議会

の会長である者又は同条第３項の規定により指名

された委員である者は、それぞれ、この法律の施

行の日に、第２４条第１項の規定により審議会の会

長として定められ、又は同条第３項の規定により

審議会の会長の職務を代理する委員として指名さ

れたものとみなす。

附 則（平成１１年７月１６日法律第１０２号）抄

（施行期日）

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平
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成１１年法律第８８号）の施行の日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。

２ 附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、第

２３条、第２８条並びに第３０条の規定 公布の日

（職員の身分引継ぎ）

第３条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務

省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、

通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は

自治省（以下この条において「従前の府省」という。）

の職員（国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０号）第

８条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防

災会議の委員、日本工業標準調査会の会長及び委員

並びに これらに類する者として政令で定めるもの

を除く。）である者は、別に辞令を発せられない限

り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後の

内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科

学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土

交通省若しくは環境省（以下この条において「新府

省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関

のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属する

従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の

相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは機関

として政令で定めるものの相当の職員となるものと

する。

（別に定める経過措置）

第３０条 第２条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に

法律で定める。

附 則（平成１１年１２月２２日法律第１６０号）抄

（施行期日）

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平

成１３年１月６日から施行する。
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第１章 総則

（目的）

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業

生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能

力を十分に発揮して職業生活において活躍すること

（以下「女性の職業生活における活躍」という。）が

一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社

会基本法（平成１１年法律第７８号）の基本理念にのっ

とり、女性の職業生活における活躍の推進につい

て、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体

及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方

針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活に

おける活躍を推進するための支援措置等について定

めることにより、女性の職業生活における活躍を迅

速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重さ

れ、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の

多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することを目的とする。

（基本原則）

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業

生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏ま

え、自らの意思によって職業生活を営み、又は営も

うとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種

及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会

の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別によ

る固定的な役割分担等を反映した職場における慣行

が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響

に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるよ

うにすることを旨として、行われなければならない。

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活

を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その

他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職

することが多いことその他の家庭生活に関する事

由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成

する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社

会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活に

おける活動について家族の一員としての役割を円

滑に果たしつつ職業生活における活動を行うため

に必要な環境の整備等により、男女の職業生活と

家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となる

ことを旨として、行われなければならない。

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たって

は、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、

本人の意思が尊重されるべきものであることに留

意されなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の

職業生活における活躍の推進についての基本原則

（次条及び第５条第１項において「基本原則」とい

う。）にのっとり、女性の職業生活における活躍の推

進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施し

なければならない。

（事業主の責務）

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
目次
第１章 総則（第１条―第４条）
第２章 基本方針等（第５条・第６条）
第３章 事業主行動計画等
第１節 事業主行動計画策定指針（第７条）
第２節 一般事業主行動計画（第８条―第１４条）
第３節 特定事業主行動計画（第１５条）
第４節 女性の職業選択に資する情報の公表（第１６条・第１７条）
第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第１８条―第２５条）
第５章雑則（第２６条―第２８条）
第６章罰則（第２９条―第３４条）
附則

（平成２７年９月４日 法律第６４号）
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又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活

に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職

業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備

その他の女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は

地方公共団体が実施する女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策に協力しなければならない。

第２章 基本方針等

（基本方針）

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一

体的に実施するため、女性の職業生活における活躍

の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）

を定めなければならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるも

のとする。

（１）女性の職業生活における活躍の推進に関する基

本的な方向

（２）事業主が実施すべき女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する基本的な事項

（３）女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に関する次に掲げる事項

イ 女性の職業生活における活躍を推進するため

の支援措置に関する事項

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必

要な環境の整備に関する事項

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策に関する重要事項

（４）前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活に

おける活躍を推進するために必要な事項

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が

あったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなけ

ればならない。

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。

（都道府県推進計画等）

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道

府県の区域内における女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策についての計画（以下この条に

おいて「都道府県推進計画」という。）を定めるよう

努めるものとする。

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定めら

れているときは、基本方針及び都道府県推進計

画）を勘案して、当該市町村の区域内における女

性の職業生活における活躍の推進に関する施策に

ついての計画（次項において「市町村推進計画」

という。）を定めるよう努めるものとする。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市

町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。

第３章 事業主行動計画等

第１節 事業主行動計画策定指針

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を総合的かつ効果的に実施することがで

きるよう、基本方針に即して、次条第１項に規定する

一般事業主行動計画及び第１５条第１項に規定する特

定事業主行動計画（次項において「事業主行動計画」

と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行

動計画策定指針」という。）を定めなければならない。

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる

事項につき、事業主行動計画の指針となるべきも

のを定めるものとする。

（１）事業主行動計画の策定に関する基本的な事項

（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の内容に関する事項

（３）その他女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する重要事項

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事

業主行動計画策定指針を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。

第２節 一般事業主行動計画

（一般事業主行動計画の策定等）

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一

般事業主」という。）であって、常時雇用する労働者

の数が３００人を超えるものは、事業主行動計画策定指

針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主が実

施する女性の職業生活における活躍の推進に関する
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取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生

労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届

け出なければならない。これを変更したときも、同

様とする。

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。

（１）計画期間

（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標

（３）実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生

労働省令で定めるところにより、採用した労働者

に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数

の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働

者に占める女性労働者の割合その他のその事業に

おける女性の職業生活における活躍に関する状況

を把握し、女性の職業生活における活躍を推進す

るために改善すべき事情について分析した上で、

その結果を勘案して、これを定めなければならな

い。この場合において、前項第２号の目標につい

ては、採用する労働者に占める女性労働者の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労

働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労

働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めな

ければならない。

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを労働者に周知させ

るための措置を講じなければならない。

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを公表しなければな

らない。

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動

計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業

主行動計画に定められた目標を達成するよう努め

なければならない。

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が

３００人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即

して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令

で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出る

よう努めなければならない。これを変更したとき

も、同様とする。

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般

事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場

合について、第４項から第６項までの規定は前項

に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定

め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。

（基準に適合する一般事業主の認定）

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規

定による届出をした一般事業主からの申請に基づ

き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業

主について、女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良な

ものであることその他の厚生労働省令で定める基準

に適合するものである旨の認定を行うことができる。

（認定一般事業主の表示等）

第１０条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第

２０条第１項において「認定一般事業主」という。）は、

商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の

広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚

生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」

という。）に厚生労働大臣の定める表示を付すること

ができる。

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品

等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付し

てはならない。

（認定の取消し）

第１１条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号

のいずれかに該当するときは、第９条の認定を取り

消すことができる。

（１）第９条に規定する基準に適合しなくなったと認

めるとき。

（２）この法律又はこの法律に基づく命令に違反した

とき。

（３）不正の手段により第９条の認定を受けたとき。

（委託募集の特例等）

第１２条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業

主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数

が３００人以下のものをいう。以下この項及び次項にお
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いて同じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施

に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合

において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従

事しようとするときは、職業安定法（昭和２２年法律

第１４１号）第３６条第１項及び第３項の規定は、当該構

成員である中小事業主については、適用しない。

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」

とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特

別の法律により設立された組合若しくはその連合

会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社

団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とす

るもの（厚生労働省令で定める要件に該当するも

のに限る。）のうち、その構成員である中小事業主

に対して女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組を実施するための人材確保に関する相談

及び援助を行うものであって、その申請に基づい

て、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に

行うための厚生労働省令で定める基準に適合する

旨の承認を行ったものをいう。

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規

定する基準に適合しなくなったと認めるときは、

同項の承認を取り消すことができる。

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に

従事しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、募集時期、募集人員、募集地域そ

の他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令

で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければな

らない。

５ 職業安定法第３７条第２項の規定は前項の規定によ

る届出があった場合について、同法第５条の３第

１項及び第３項、第５条の４、第３９条、第４１条第

２項、第４８条の３、第４８条の４、第５０条第１項及

び第２項並びに第５１条の２の規定は前項の規定に

よる届出をして労働者の募集に従事する者につい

て、同法第４０条の規定は同項の規定による届出を

して労働者の募集に従事する者に対する報酬の供

与について、同法第５０条第３項及び第４項の規定

はこの項において準用する同条第２項に規定する

職権を行う場合について、それぞれ準用する。こ

の場合において、同法第３７条第２項中「労働者の

募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律第１２条第４

項の規定による届出をして労働者の募集に従事し

ようとする者」と、同法第４１条第２項中「当該労

働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあ

るのは「期間」と読み替えるものとする。

６ 職業安定法第３６条第２項及び第４２条の２の規定の

適用については、同法第３６条第２項中「前項の」

とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集

に従事させようとする者がその被用者以外の者に

与えようとする」と、同法第４２条の２中「第３９条

に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年

法律第６４号）第１２条第４項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者」とする。

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第

２項の相談及び援助の実施状況について報告を求

めることができる。

第１３条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主

団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究

の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の

内容又は方法について指導することにより、当該募

集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。

（一般事業主に対する国の援助）

第１４条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定に

より一般事業主行動計画を策定しようとする一般事

業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主

に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への

周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく

措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の

実施に努めるものとする。

第３節 特定事業主行動計画

第１５条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又は

それらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業

主」という。）は、政令で定めるところにより、事業

主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計画

（特定事業主が実施する女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下こ

の条において同じ。）を定めなければならない。

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。

（１）計画期間
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（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標

（３）実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更しようとするときは、内閣府令で定めるとこ

ろにより、採用した職員に占める女性職員の割

合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、

管理的地位にある職員に占める女性職員の割合そ

の他のその事務及び事業における女性の職業生活

における活躍に関する状況を把握し、女性の職業

生活における活躍を推進するために改善すべき事

情について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合におい

て、前項第２号の目標については、採用する職員

に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の

差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある

職員に占める女性職員の割合その他の数値を用い

て定量的に定めなければならない。

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知さ

せるための措置を講じなければならない。

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主

行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなけ

ればならない。

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組

を実施するとともに、特定事業主行動計画に定め

られた目標を達成するよう努めなければならない。

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表）

第１６条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生

労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、そ

の事業における女性の職業生活における活躍に関す

る情報を定期的に公表しなければならない。

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働

省令で定めるところにより、職業生活を営み、又

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、そ

の事業における女性の職業生活における活躍に関

する情報を定期的に公表するよう努めなければな

らない。

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表）

第１７条 特定事業主は、内閣府令で定めるところによ

り、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう、その事務及び事業における女性

の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公

表しなければならない。

第４章 女性の職業生活における活躍
を推進するための支援措置

（職業指導等の措置等）

第１８条 国は、女性の職業生活における活躍を推進す

るため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支

援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を

推進するため、前項の措置と相まって、職業生活

を営み、又は営もうとする女性及びその家族その

他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介そ

の他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務

の一部を、その事務を適切に実施することができ

るものとして内閣府令で定める基準に適合する者

に委託することができる。

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又

は当該事務に従事していた者は、正当な理由な

く、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしては

ならない。

（財政上の措置等）

第１９条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する地方公共団体の施策を支援するために必要な

財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるもの

とする。

（国等からの受注機会の増大）

第２０条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に



基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

基
本
計
画
の
概
要

目
標
ご
と
の
方
針
と
事
業

資
料
編

８５

資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫

その他の特別の法律によって設立された法人であっ

て政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達

に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般

事業主その他の女性の職業生活における活躍に関す

る状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項に

おいて「認定一般事業主等」という。）の受注の機会

の増大その他の必要な施策を実施するものとする。

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事

業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を

実施するように努めるものとする。

（啓発活動）

第２１条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活にお

ける活躍の推進について、国民の関心と理解を深

め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活

動を行うものとする。

（情報の収集、整理及び提供）

第２２条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に資するよう、国内外における女性の職

業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情

報の収集、整理及び提供を行うものとする。

（協議会）

第２３条 当該地方公共団体の区域において女性の職業

生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行

う国及び地方公共団体の機関（以下この条において

「関係機関」という。）は、第１８条第１項の規定によ

り国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方

公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職

業生活における活躍の推進に有用な情報を活用する

ことにより、当該区域において女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実

施されるようにするため、関係機関により構成され

る協議会（以下「協議会」という。）を組織すること

ができる。

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体

の区域内において第１８条第３項の規定による事務

の委託がされている場合には、当該委託を受けた

者を協議会の構成員として加えるものとする。

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認め

るときは、協議会に次に掲げる者を構成員として

加えることができる。

（１）一般事業主の団体又はその連合団体

（２）学識経験者

（３）その他当該関係機関が必要と認める者

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下こ

の項において「関係機関等」という。）が相互の連

絡を図ることにより、女性の職業生活における活

躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連

携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた

女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

について協議を行うものとする。

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体

は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公

表しなければならない。

（秘密保持義務）

第２４条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務

に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（協議会の定める事項）

第２５条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及

び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

第５章 雑則

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）

第２６条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要

があると認めるときは、第８条第１項に規定する一

般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若

しくは勧告をすることができる。

（権限の委任）

第２７条 第８条から第１２条まで及び前条に規定する厚

生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところ

により、その一部を都道府県労働局長に委任するこ

とができる。

（政令への委任）

第２８条 この法律に定めるもののほか、この法律の実

施のため必要な事項は、政令で定める。
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第６章 罰則

第２９条 第１２条第５項において準用する職業安定法第

４１条第２項の規定による業務の停止の命令に違反し

て、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役

又は１００万円以下の罰金に処する。

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以

下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

（１）第１８条第４項の規定に違反した者

（２）第２４条の規定に違反した者

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以

下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。

（１）第１２条第４項の規定による届出をしないで、労

働者の募集に従事した者

（２）第１２条第５項において準用する職業安定法第３７

条第２項の規定による指示に従わなかった者

（３）第１２条第５項において準用する職業安定法第３９

条又は第４０条の規定に違反した者

第３２条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円

以下の罰金に処する。

（１）第１０条第２項の規定に違反した者

（２）第１２条第５項において準用する職業安定法第５０

条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の

報告をした者

（３）第１２条第５項において準用する職業安定法第５０

条第２項の規定による立入り若しくは検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して

答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者

第３３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、第２９条、第３１条又は前条の違反行為をしたと

きは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し

ても、各本条の罰金刑を科する。

第３４条 第２６条の規定による報告をせず、又は虚偽の

報告をした者は、２０万円以下の過料に処する。

附則

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第３章（第７条を除く。）、第５章（第２８条を除く。）

及び第６章（第３０条を除く。）の規定並びに附則第５

条の規定は、平成２８年４月１日から施行する。

（この法律の失効）

第２条 この法律は、平成３８年３月３１日限り、その効

力を失う。

２ 第１８条第３項の規定による委託に係る事務に従事

していた者の当該事務に関して知り得た秘密につ

いては、同条第４項の規定（同項に係る罰則を含

む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規定す

る日後も、なおその効力を有する。

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関し

て知り得た秘密については、第２４条の規定（同条に

係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわらず、

同項に規定する日後も、なおその効力を有する。

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用

については、この法律は、第１項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有

する。

（政令への委任）

第３条 前条第２項から第４項までに規定するものの

ほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。

（検討）

第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場

合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要

があると認めるときは、この法律の規定について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。

（社会保険労務士法の一部改正）

第５条 社会保険労務士法（昭和４３年法律第８９号）の

一部を次のように改正する。

別表第１第２０号の２５の次に次の１号を加える。

２０の２６女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成２７年法律第６４号）

（内閣府設置法の一部改正）

第６条 内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）の一部

を次のように改正する。

附則第２条第２項の表に次のように加える。

平成３８年
３月３１日

女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針
（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平
成２７年法律第６４号）第５条第１項に規定するものをい
う。）の策定及び推進に関すること。
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この条約の締約国は、国際連合憲章が基本的人権、人

間の尊厳及び価値並びに男女の権利の平等に関する信

念を改めて確認していることに留意し、世界人権宣言

が、差別は容認することができないものであるとの原

則を確認していること、並びにすべての人間は生まれ

ながらにして自由であり、かつ、尊厳及び権利につい

て平等であること並びにすべての人は性による差別そ

の他のいかなる差別もなしに同宣言に掲げるすべての

権利及び自由を享有することができることを宣明して

いることに留意し、人権に関する国際規約の締約国が

すべての経済的、社会的、文化的、市民的及び政治的

権利の享有について男女に平等の権利を確保する義務

を負つていることに留意し、国際連合及び専門機関の

主催の下に各国が締結した男女の権利の平等を促進す

るための国際条約を考慮し、更に、国際連合及び専門

機関が採択した男女の権利の平等を促進するための決

議、宣言及び勧告に留意し、しかしながら、これらの

種々の文書にもかかわらず女子に対する差別が依然と

して広範に存在していることを憂慮し、女子に対する

差別は、権利の平等の原則及び人間の尊厳の尊重の原

則に反するものであり、女子が男子と平等の条件で自

国の政治的、社会的、経済的及び文化的活動に参加す

る上で障害となるものであり、社会及び家族の繁栄の

増進を阻害するものであり、また、女子の潜在能力を

自国及び人類に役立てるために完全に開発することを

一層困難にするものであることを想起し、窮乏の状況

においては、女子が食糧、健康、教育、雇用のための

訓練及び機会並びに他の必要とするものを享受する機

会が最も少ないことを憂慮し、衡平及び正義に基づく

新たな国際経済秩序の確立が男女の平等の促進に大き

く貢献することを確信し、アパルトヘイト、あらゆる

形態の人種主義、人種差別、植民地主義、新植民地主

義、侵略、外国による占領及び支配並びに内政干渉の

根絶が男女の権利の完全な享有に不可欠であることを

強調し、国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩

和し、すべての国（社会体制及び経済体制のいかんを

問わない。）の間で相互に協力し、全面的かつ完全な軍

備縮小を達成し、特に厳重かつ効果的な国際管理の下

での核軍備の縮小を達成し、諸国間の関係における正

義、平等及び互恵の原則を確認し、外国の支配の下、

植民地支配の下又は外国の占領の下にある人民の自決

の権利及び人民の独立の権利を実現し並びに国の主権

及び領土保全を尊重することが、社会の進歩及び発展

を促進し、ひいては、男女の完全な平等の達成に貢献

することを確認し、国の完全な発展、世界の福祉及び

理想とする平和は、あらゆる分野において女子が男子

と平等の条件で最大限に参加することを必要としてい

ることを確信し、家族の福祉及び社会の発展に対する

従来完全には認められていなかつた女子の大きな貢

献、母性の社会的重要性並びに家庭及び子の養育にお

ける両親の役割に留意し、また、出産における女子の

役割が差別の根拠となるべきではなく、子の養育には

男女及び社会全体が共に責任を負うことが必要である

ことを認識し、社会及び家庭における男子の伝統的役

割を女子の役割とともに変更することが男女の完全な

平等の達成に必要であることを認識し、女子に対する

差別の撤廃に関する宣言に掲げられている諸原則を実

施すること及びこのために女子に対するあらゆる形態

の差別を撤廃するための必要な措置をとることを決意

して、次のとおり協定した。

第１部

第１条

この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、性に

基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、経済

的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる分野

においても、女子（婚姻をしているかいないかを問

わない。）が男女の平等を基礎として人権及び基本的

自由を認識し、享有し又は行使することを害し又は

無効にする効果又は目的を有するものをいう。

第２条

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を非難

し、女子に対する差別を撤廃する政策をすべての適

当な手段により、かつ、遅滞なく追求することに合

意し、及びこのため次のことを約束する。

（ａ）男女の平等の原則が自国の憲法その他の適当

な法令に組み入れられていない場合にはこれ

を定め、かつ、男女の平等の原則の実際的な実

現を法律その他の適当な手段により確保する

こと。

（ｂ）女子に対するすべての差別を禁止する適当な

立法その他の措置（適当な場合には制裁を含

む。）をとること。

（ｃ）女子の権利の法的な保護を男子との平等を基

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄）
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礎として確立し、かつ、権限のある自国の裁判

所その他の公の機関を通じて差別となるいか

なる行為からも女子を効果的に保護すること

を確保すること。

（ｄ）女子に対する差別となるいかなる行為又は慣

行も差し控え、かつ、公の当局及び機関がこの

義務に従つて行動することを確保すること。

（ｅ）個人、団体又は企業による女子に対する差別を

撤廃するためのすべての適当な措置をとるこ

と。

（ｆ）女子に対する差別となる既存の法律、規則、慣

習及び慣行を修正し又は廃止するためのすべ

ての適当な措置（立法を含む。）をとること。

（ｇ）女子に対する差別となる自国のすべての刑罰

規定を廃止すること。

第３条

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、

経済的及び文化的分野において、女子に対して男子

との平等を基礎として人権及び基本的自由を行使し

及び享有することを保障することを目的として、女

子の完全な能力開発及び向上を確保するためのすべ

ての適当な措置（立法を含む。）をとる。

第４条

１ 締約国が男女の事実上の平等を促進することを目

的とする暫定的な特別措置をとることは、この条

約に定義する差別と解してはならない。ただし、

その結果としていかなる意味においても不平等な

又は別個の基準を維持し続けることとなつてはな

らず、これらの措置は、機会及び待遇の平等の目

的が達成された時に廃止されなければならない。

２ 締約国が母性を保護することを目的とする特別措

置（この条約に規定する措置を含む。）をとること

は、差別と解してはならない。

第５条

締約国は、次の目的のためのすべての適当な措置を

とる。

（ａ）両性のいずれかの劣等性若しくは優越性の観

念又は男女の定型化された役割に基づく偏見

及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃を実現す

るため、男女の社会的及び文化的な行動様式を

修正すること。

（ｂ）家庭についての教育に、社会的機能としての母

性についての適正な理解並びに子の養育及び

発育における男女の共同責任についての認識

を含めることを確保すること。あらゆる場合に

おいて、子の利益は最初に考慮するものとす

る。

第６条

締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子の売

春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措置

（立法を含む。）をとる。

第２部

第７条

締約国は、自国の政治的及び公的活動における女子

に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置

をとるものとし、特に、女子に対して男子と平等の

条件で次の権利を確保する。

（ａ）あらゆる選挙及び国民投票において投票する

権利並びにすべての公選による機関に選挙さ

れる資格を有する権利

（ｂ）政府の政策の策定及び実施に参加する権利並

びに政府のすべての段階において公職に就き

及びすべての公務を遂行する権利

（ｃ）自国の公的又は政治的活動に関係のある非政

府機関及び非政府団体に参加する権利

第８条

締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国際機関

の活動に参加する機会を、女子に対して男子と平等

の条件でかついかなる差別もなく確保するためのす

べての適当な措置をとる。

第９条

１ 締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し、女

子に対して男子と平等の権利を与える。締約国

は、特に、外国人との婚姻又は婚姻中の夫の国籍

の変更が、動的に妻の国籍を変更し、妻を無国籍

にし又は夫の国籍を妻に強制することとならない

ことを確保する。

２ 締約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子と

平等の権利を与える。
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第３部

第１０条

締約国は、教育の分野において、女子に対して男子

と平等の権利を確保することを目的として、特に、

男女の平等を基礎として次のことを確保することを

目的として、女子に対する差別を撤廃するためのす

べての適当な措置をとる。

（ａ）農村及び都市のあらゆる種類の教育施設にお

ける職業指導、修学の機会及び資格証書の取得

のための同一の条件。このような平等は、就学

前教育、普通教育、技術教育、専門教育及び高

等技術教育並びにあらゆる種類の職業訓練に

おいて確保されなければならない。

（ｂ）同一の教育課程、同一の試験、同一の水準の資

格を有する教育職員並びに同一の質の学校施

設及び設備を享受する機会

（ｃ）すべての段階及びあらゆる形態の教育におけ

る男女の役割についての定型化された概念の

撤廃を、この目的の達成を助長する男女共学そ

の他の種類の教育を奨励することにより、ま

た、特に、教材用図書及び指導計画を改訂する

こと並びに指導方法を調整することにより行

うこと。

（ｄ）奨学金その他の修学援助を享受する同一の機

会

（ｅ）継続教育計画（成人向けの及び実用的な識字計

画を含む。）、特に、男女間に存在する教育上の

格差をできる限り早期に減少させることを目

的とした継続教育計画を利用する同一の機会

（ｆ）女子の中途退学率を減少させること及び早期

に退学した女子のための計画を策定するこ

と。

（ｇ）スポ－ツ及び体育に積極的に参加する同一の

機会

（ｈ）家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の教

育的情報（家族計画に関する情報及び助言を含

む。）を享受する機会

第１１条

１ 締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、

特に次の権利を確保することを目的として、雇用

の分野における女子に対する差別を撤廃するため

のすべての適当な措置をとる。

（ａ）すべての人間の奪い得ない権利としての労働

の権利

（ｂ）同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考基準

の適用を含む。）についての権利

（ｃ）職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の保障

ならびに労働に係るすべての給付及び条件に

ついての権利並びに職業訓練及び再訓練（見

習、上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）を

受ける権利

（ｄ）同一価値の労働についての同一報酬（手当を含

む。）及び同一待遇についての権利並びに労働

の質の評価に関する取扱いの平等についての

権利

（ｅ）社会保障（特に、退職、失業、傷病、障害、老

齢その他の労働不能の場合における社会保

障）についての権利及び有給休暇についての権

利

（ｆ）作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖機能

の保護を含む。）についての権利

２ 締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対す

る差別を防止し、かつ、女子に対して実効的な労

働の権利を確保するため、次のことを目的とする

適当な措置をとる。

（ａ）妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚姻

をしているかいないかに基づく差別的解雇を

制裁を課して禁止すること。

（ｂ）給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、か

つ、従前の雇用関係、先任及び社会保障上の利

益の喪失を伴わない母性休暇を導入するこ

と。

（ｃ）親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活動

への参加とを両立させることを可能とするた

めに必要な補助的な社会的サ－ビスの提供

を、特に保育施設網の設置及び充実を促進する

ことにより奨励すること。

（ｄ）妊娠中の女子に有害であることが証明されて

いる種類の作業においては、当該女子に対して

特別の保護を与えること。

３ この条に規定する事項に関する保護法令は、科学

上及び技術上の知識に基づき定期的に検討するも

のとし、必要に応じて、修正し、廃止し、又はそ

の適用を拡大する。

第１２条

１ 締約国は、男女の平等を基礎として保健サ－ビス

（家族計画に関連するものを含む。）を享受する機



基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

基
本
計
画
の
概
要

目
標
ご
と
の
方
針
と
事
業

資
料
編

９０

会を確保することを目的として、保健の分野にお

ける女子に対する差別を撤廃するためのすべての

適当な措置をとる。

２ １の規定にかかわらず、締約国は、女子に対し、

妊娠、分娩及び産後の期間中の適当なサ－ビス（必

要な場合には無料にする。）並びに妊娠及び授乳の

期間中の適当な栄養を確保する。

第１３条

締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、特

に次の権利を確保することを目的として、他の経済

的及び社会的活動の分野における女子に対する差別

を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。

（ａ）家族給付についての権利

（ｂ）銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信用

についての権利

（ｃ）レクリエ－ション、スポ－ツ及びあらゆる側面

における文化的活動に参加する権利

第１４条

１ 締約国は、農村の女子が直面する特別の問題及び

家族の経済的生存のために果たしている重要な役

割（貨幣化されていない経済の部門における労働

を含む。）を考慮に入れるものとし、農村の女子に

対するこの条約の適用を確保するためのすべての

適当な措置をとる。

２ 締約国は、男女の平等を基礎として農村の女子が

農村の開発に参加すること及びその開発から生ず

る利益を受けることを確保することを目的とし

て、農村の女子に対する差別を撤廃するためのす

べての適当な措置をとるものとし、特に、これら

の女子に対して次の権利を確保する。

（ａ）すべての段階における開発計画の作成及び実

施に参加する権利

（ｂ）適当な保健サ－ビス（家族計画に関する情報、

カウンセリング及びサ－ビスを含む。）を享受

する権利

（ｃ）社会保障制度から直接に利益を享受する権利

（ｄ）技術的な能力を高めるために、あらゆる種類

（正規であるかないかを問わない。）の訓練及

び教育（実用的な識字に関するものを含む。）

並びに、特に、すべての地域サ－ビス及び普及

サ－ビスからの利益を享受する権利

（ｅ）経済分野における平等な機会を雇用又は自営

を通じて得るために、自助的集団及び協同組合

を組織する権利

（ｆ）あらゆる地域活動に参加する権利

（ｇ）農業信用及び貸付け、流通機構並びに適当な技

術を利用する権利並びに土地及び農地の改革

並びに入植計画において平等な待遇を享受す

る権利

（ｈ）適当な生活条件（特に、住居、衛生、電力及び

水の供給、運輸並びに通信に関する条件）を享

受する権利

第４部

第１５条

１ 締約国は、女子に対し、法律の前の男子との平等

を認める。

２ 締約国は、女子に対し、民事に関して男子と同一

の法的能力を与えるものとし、また、この能力を

行使する同一の機会を与える。特に、締約国は、

契約を締結し及び財産を管理することにつき女子

に対して男子と平等の権利を与えるものとし、裁

判所における手続のすべての段階において女子を

男子と平等に取り扱う。

３ 締約国は、女子の法的能力を制限するような法的

効果を有するすべての契約及び他のすべての私的

文書（種類のいかんを問わない。）を無効とするこ

とに同意する。

４ 締約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選択

の自由に関する法律において男女に同一の権利を

与える。

第１６条

１ 締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事項

について女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとるものとし、特に、男女の平

等を基礎として次のことを確保する。

（ａ）婚姻をする同一の権利

（ｂ）自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な合

意のみにより婚姻をする同一の権利

（ｃ）婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及び

責任

（ｄ）子に関する事項についての親（婚姻をしいるか

いないかを問わない。）としての同一の権利及

び責任。あらゆる場合において、子の利益は至

上である。

（ｅ）子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をも
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って決定する同一の権利並びにこれらの権利

の行使を可能にする情報、教育及び手段を享受

する同一の権利

（ｆ）子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれら

に類する制度が存在する場合にはその制度に

係る同一の権利及び責任。あらゆる場合におい

て、子の利益は至上である。

（ｇ）夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業を選

択する権利を含む。）

（ｈ）無償であるか有償であるかを問わず、財産を所

有し、取得し、運用し、管理し、利用し及び処

分することに関する配偶者双方の同一の権利

２ 児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しないもの

とし、また、婚姻最低年齢を定め及び公の登録所へ

の婚姻の登録を義務付けるためのすべての必要な

措置（立法を含む。）がとられなければならない。

第５部

第１７条

１ この条約の実施に関する進捗状況を検討するため

に、女子に対する差別の撤廃に関する委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。委員会は、こ

の条約の効力発生の時は１８人の、３５番目の締約国

による批准又は加入の後は２３人の徳望が高く、か

つ、この条約が対象とする分野において十分な能

力を有する専門家で構成する。委員は、締約国の

国民の中から締約国により選出されるものとし、

個人の資格で職務を遂行する。その選出に当たっ

ては、委員の配分が地理的に衡平に行われること

並びに異なる文明形態及び主要な法体系が代表さ

れることを考慮に入れる。

２ 委員会の委員は、締約国により指名された者の名

簿の中から秘密投票により選出される。各締約国

は、自国民の中から１人を指名することができ

る。

３ 委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発

生の日の後６箇月を経過した時に行う。国際連合

事務総長は、委員会の委員の選挙の日の遅くとも

３箇月前までに、締約国に対し、自国が指名する

者の氏名を２箇月以内に提出するよう書簡で要請

する。同事務総長は、指名された者のアルファベ

ット順による名簿（これらの者を指名した締約国

名を表示した名簿とする。）を作成し、締約国に送

付する。

４ 委員会の委員の選挙は、国際連合事務総長により

国際連合本部に招集される締約国の会合において

行う。この会合は、締約国の３分の２をもって定

足数とする。この会合においては、出席しかつ投

票する締約国の代表によって投じられた票の最多

数で、かつ、過半数の票を得て指名された者をも

って委員会に選出された委員とする。

５ 委員会の委員は、４年の任期で選出される。ただ

し、最初の選挙において選出された委員のうち９

人の委員の任期は、２年で終了するものとし、こ

れらの９人の委員は、最初の選挙の後直ちに、委

員会の委員長によりくじ引きで選ばれる。

６ 委員会の５人の追加的な委員の選挙は、３５番目の

批准又は加入の後、２から４までの規定に従って

行う。この時に選出された追加的な委員のうち２

人の委員の任期は、２年で終了するものとし、こ

れらの２人の委員は、委員会の委員長によりくじ

引で選ばれる。

７ 締約国は、自国の専門家が委員会の委員としての

職務を遂行することができなくなった場合には、

その空席を補充するため、委員会の承認を条件と

して自国民の中から他の専門家を任命する。

８ 委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の

重要性を考慮して決定する条件に従い、同総会の

承認を得て、国際連合の財源から報酬を受ける。

９ 国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める

任務を効果的に遂行するために必要な職員及び便

益を提供する。

第１８条

１ 締約国は、次の場合に、この条約の実施のために

とった立法上、司法上、行政上その他の措置及び

これらの措置によりもたらされた進歩に関する報

告を、委員会による検討のため、国際連合事務総

長に提出することを約束する。

（ａ）当該締約国についてこの条約が効力を生ずる

時から１年以内

（ｂ）その後は少なくとも四年ごと、更には委員会が

要請するとき。

２ 報告には、この条約に基づく義務の履行の程度に

影響を及ぼす要因及び障害を記載することができ

る。

以下省略
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男女平等参画に関する年表
年 世界 日本 名古屋市

１９４５（昭和２０） ・国際連合設立

１９４６（昭和２１） ・婦人の地位委員会発足
・日本初の婦人参政権行使
・日本国憲法公布

１９６７（昭和４２） ・婦人に対する差別撤廃宣言

１９７５（昭和５０）

・国際婦人年世界会議（メキシコシ
ティ）
・「世界行動計画」採択
・「国連婦人の１０年」１９７６～
１９８５年

・総理府に「婦人問題企画推進本
部」設置

１９７７（昭和５２） ・「国内行動計画」策定

・市民局に「婦人問題担当室」設置
・市長の私的諮問機関「婦人問題懇
話会」設置
・庁内の婦人問題推進組織「婦人問
題推進協議会（市長を会長）」設置

１９７９（昭和５４） ・女子差別撤廃条約採択

１９８０（昭和５５）
・「国連婦人の１０年」中間年世界会
議（コペンハーゲン）

・女子差別撤廃条約署名
・名古屋市基本計画策定（婦人の項）
・世界会議に婦人調査団を派遣

１９８１（昭和５６） ・「国内行動計画後期重点目標」策定

１９８４（昭和５９） ・「日本女性会議‘８４なごや」開催

１９８５（昭和６０）

・「国連婦人の１０年」世界会議（ナ
イロビ）
・「婦人の地位向上のためのナイロ
ビ将来戦略」採択

・国籍法改正
・男女雇用機会均等法公布
・女子差別撤廃条約批准

・世界会議に婦人調査団を派遣

１９８７（昭和６２）
・「西暦２０００年に向けての新国内行
動計画」策定

１９８８（昭和６３） ・労働基準法改正（週４０時間制） 名古屋市新基本計画策定（女性の項）

１９８９（平成元） ・児童の権利に関する条約採択 ・新学習指導要領告示

１９９０（平成２）
・「婦人の地位向上のためのナイロ
ビ将来戦略に関する第１回見直し
と評価に伴う勧告及び結論」採択

・室名を「女性企画室」に変更（懇
話会、推進協議会の名称も合わせ
て変更）

１９９１（平成３）
・育児休業法公布
・「西暦２０００年に向けての新国内行
動計画（第一次改定）」策定

１９９３（平成５） ・世界人権会議（ウィーン） ・パートタイム労働法公布、施行

１９９４（平成６）

・第４回世界女性会議のためのエス
カップ地域準備会議（ジャカル
タ）

・「ジャカルタ宣言」（地域行動計画
を含む）採択

・国際人口・開発会議（カイロ）

・児童の権利に関する条約批准
・総理府に男女共同参画室、男女共
同参画審議会設置

・男女共同参画推進本部設置

１９９５（平成７）
・第４回世界女性会議（北京）「北京
宣言及び行動綱領」採択

・育児休業法改正
（介護休業制度の法制化）

・「男女共同参画プランなごや」策定
・女性企画推進協議会を「男女共同
参画推進協議会」に、女性企画懇
話会を「男女共同参画懇話会」に
改称

・世界会議に女性海外派遣団派遣

１９９６（平成８）
・「男女共同参画ビジョン」答申
・「男女共同参画２０００年プラン」策定
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１９９７（平成９）

・労働基準法改定（女子保護規定撤
廃）
・男女雇用機会均等法改正（女子差
別禁止、セクハラ防止義務）
・育児・介護休業法の改正（深夜業
制限）

・「男女共同参画推進会議」発足

１９９８（平成１０）
・男女共同参画懇話会「男女共同参
画プランなごや後期重点課題」提
言

１９９９（平成１１）
・男女共同参画社会基本法公布、施
行

・男女共同参画プランなごや後期重
点課題策定
・男女共同参画懇話会「男女共同参
画推進センター（仮称）設置につ
いて」提言

２０００（平成１２）
・女性２０００年会議（ニューヨーク）
「政治宣言」「成果文書」採択

・「女性に対する暴力に関する基本
的方策について」答申
・「男女共同参画基本計画策定にあ
たっての基本的考え方」答申
・男女共同参画基本計画策定
・ストーカー行為等の規制等に関す
る法律（ストーカー規制法）公布、
施行

・室を総務局に移管、室名を「男女
共同参画推進室」に変更
・女性２０００年会議に合わせた女性海
外派遣団派遣
・男女共同参画懇話会「新男女共同
参画プランなごや（仮称）への提
言」
・「名古屋新世紀計画２０１０」策定

２００１（平成１３）

・内閣府に「男女共同参画局」設置
・内閣府に「男女共同参画会議」設置
・「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律」公布

・「男女共同参画プランなごや２１」
策定

２００２（平成１４）

・「男女平等参画推進なごや条例」
公布、施行
・室名を「男女平等参画推進室」
に、「男女共同参画推進協議会」を
「男女平等参画推進協議会」に、
「男女共同参画推進会議」を「男
女平等参画推進会議」に改称
・「男女平等参画苦情処理委員」設置
・「男女平等参画審議会」設置

２００３（平成１５）

・次世代育成支援対策推進法公布、
施行
・男女共同参画推進本部決定「女性
のチャレンジ支援策の推進につい
て」
・女子差別撤廃条約実施状況第４回
・５回報告の審議

・「男女平等参画推進センター
（つながれっとＮＡＧＯＹＡ）」開
館

２００４（平成１６）

・「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律の一部を
改正する法律」公布
・「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護のための施策に関する
基本的な方針」告示
・育児・介護休業法の改正（育児・
介護取得の期間雇用者への拡大、
育児休業期間の延長、子の看護休
暇の創設）

・第１期名古屋市男女平等参画審議
会「男女平等参画先進都市をめざ
して」答申

２００５（平成１７）
・「第４９回国連婦人の地位委員会
（北京＋１０）」開催

・「第２次男女共同参画基本計画」
策定

・「名古屋市男女平等参画審議会答
申事項達成状況進行管理票」作成
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２００６（平成１８）
・男女雇用機会均等法改正（間接差
別禁止、男性へのセクハラ禁止）

・「男女平等参画の視点からの公的
広報物ガイドライン」作成

２００７（平成１９）

・パートタイム労働法の改正（均衡
の取れた処遇の確保の促進）
・「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律の一部を
改正する法律」公布
・「仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）憲章」及び「仕
事と生活の調和推進のための行動
指針」策定

・名古屋市配偶者暴力相談センター
業務開始

２００８（平成２０）
・男女共同参画推進本部決定「女性
の参画加速プログラム」

２００９（平成２１） ・育児・介護休業法の改正

・第３期名古屋市男女平等参画審議
会
「『男女共同参画プランなごや２１』
に基づく取り組みの評価と新プラ
ンに向けた基本的方向性につい
て」答申
・「名古屋市配偶者からの暴力防止
及び被害者支援基本計画」策定

２０１０（平成２２）
・「第５４回国連婦人の地位委員会
（北京＋１５）」開催

・「第３次男女共同参画基本計画」
策定

・第４期名古屋市男女平等参画審議
会「『新男女平等参画プラン』（仮
称）の策定に向けて」答申
・「名古屋市中期戦略ビジョン」策定

２０１１（平成２３）
・「名古屋市男女平等参画基本計画
２０１５」策定

２０１２（平成２４）
・「名古屋市配偶者からの暴力防止
及び被害者支援基本計画（第２
次）」策定

２０１３（平成２５）
・「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護（等）に関する法律の
一部を改正する法律」公布

２０１４（平成２６）

・男女雇用機会均等法改正
・次世代育成支援対策推進法改正
（１０年間の延長）
・パートタイム労働法の改正

・男女平等参画推進センター（つな
がれっとＮＡＧＯＹＡ）が女性会
館に移転、共通愛称（イーブルな
ごや）として開館
・「名古屋市総合計画２０１８」策定

２０１５（平成２７）
・「第５９回国連婦人の地位委員会
（北京＋２０）」開催

・「女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律」制定
・「第４次男女共同参画基本計画」
策定

・第７期名古屋市男女平等参画審議
会「次期『男女平等参画基本計画』
の策定に向けて」答申

２０１６（平成２８）

・「名古屋市男女平等参画基本計画
２０２０」策定
・「名古屋市配偶者からの暴力防止
及び被害者支援基本計画（第３
次）」策定
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